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独立監査人の監査報告書 

令和６年６月 17 日 

大学共同利用機関法人人間文化研究機構 

機構長 木部 暢子 様 

有限責任 あずさ監査法人 

東京事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 中 田 宏 高

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 大 立 目 〇 克 〇 哉

＜財務諸表監査＞ 

監査意見 

当監査法人は、国立大学法人法第 35 条の２において準用する独立行政法人通則法（以下「準用

通則法」という。）第 39 条の規定に基づき、大学共同利用機関法人人間文化研究機構の令和５年４

月１日から令和６年３月 31 日までの第 20 期事業年度の財務諸表（利益の処分に関する書類（案）

を除く。以下同じ。）、すなわち、貸借対照表、損益計算書、純資産変動計算書、キャッシュ・フロー

計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細書（関連公益法人等の計算書類及び事業報告

書等に基づき記載している部分を除く。）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等

の会計の基準に準拠して、大学共同利用機関法人人間文化研究機構の令和６年３月 31 日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する事業年度の運営状況及びキャッシュ・フローの状況を全ての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等の監査の基準に準拠

して監査を行った。国立大学法人等の監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査に

おける会計監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定に従って、大学共同利用機関法人から独立しており、また、会計監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。この基礎には、当監査法人が監査を実施した範囲においては、財務諸表に重要な

虚偽表示をもたらす機構長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の

存在は認められなかったとの事実を含んでいる。なお、当監査法人が実施した監査は、財務諸表の

重要な虚偽表示の要因とならない機構長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並び

に違法行為の有無について意見を述べるものではない。 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、附属明細書（関連公益法人等の計算書類及び事業報告書等に基づき記載

している部分）及び事業報告書（会計に関する部分を除く。）である。機構長の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
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の整備及び運用における大学共同利用機関法人の役員（監事を除く。）の職務の執行を監視するこ

とにある。 
当監査法人の財務諸表等に対する監査意見等の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見等を表明するものではない。 

財務諸表等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と財務諸表等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

財務諸表に対する機構長及び監事の責任 

機構長の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等の会計の基準に準

拠して財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正及び誤謬並びに違法行為によ

る重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために機構長が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における大学共同利用機関法人の役員（監事を

除く。）の職務の執行を監視することにある。 

 

財務諸表監査における会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、会計監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正及び

誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告

書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正及び誤

謬並びに違法行為により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

会計監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等の監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施

する。 

・ 不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な

虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は会計監査

人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、会計

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査

に関連する内部統制を検討する。 

・ 機構長が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに機構長によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等

の会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを

評価する。 

・ 機構長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為が財務諸表に重要

な虚偽表示をもたらす要因となることに十分留意して計画し、監査を実施する。 

会計監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び国立大学法人等の監査の基準で求
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められているその他の事項について報告を行う。 

 

＜利益の処分に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対す

る報告＞ 

会計監査人の報告 

当監査法人は、準用通則法第 39 条の規定に基づき、大学共同利用機関法人人間文化研究機構の

令和５年４月１日から令和６年３月31日までの第20期事業年度の利益の処分に関する書類（案）、

事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書について監査を行った。なお、事業報告書

について監査の対象とした会計に関する部分は、事業報告書に記載されている事項のうち、会計帳

簿の記録に基づく記載部分である。 

当監査法人の報告は次のとおりである。 

(1) 利益の処分に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。 

(2) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、大学共同利用機関法人人間文化研究機構の財政

状態及び運営状況を正しく示しているものと認める。 

(3) 決算報告書は、機構長による予算の区分に従って、決算の状況を正しく示しているものと認め

る。 

 

機構長及び監事の責任 

機構長の責任は、法令に適合した利益の処分に関する書類（案）を作成すること、財政状態及び

運営状況を正しく示す事業報告書を作成すること、並びに機構長による予算の区分に従って、決算

の状況を正しく示す決算報告書を作成することにある。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における大学共同利用機関法人の役員（監事を

除く。）の職務の執行を監視することにある。 

 

会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、利益の処分に関する書類（案）が法令に適合して作成されているか、事業

報告書（会計に関する部分に限る。）が財政状態及び運営状況を正しく示しているか、並びに決算報

告書が機構長による予算の区分に従って、決算の状況を正しく示しているかについて、独立の立

場から報告することにある。 

 

＜報酬関連情報＞ 

 当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、大学共同利用機関法人の

監査証明業務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、事業報告書の「11．役員等の状況

（2）会計監査人の氏名又は名称及び報酬」に記載されている。 

 

利害関係 

大学共同利用機関法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。 

 

以 上 
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（単位：千円）


資産の部


Ⅰ．固定資産


１　有形固定資産


土地 18,713,105


建物 36,576,817


減価償却累計額 △ 22,012,293 14,564,524


構築物 1,520,320


減価償却累計額 △ 1,180,461 339,858


工具器具備品 6,773,470


減価償却累計額 △ 5,114,631 1,658,839


図書 19,340,538


美術品・収蔵品 24,373,836


車両運搬具 9,466


減価償却累計額 △ 9,466 0


建設仮勘定 3,030


有形固定資産合計 78,993,733


２　無形固定資産


商標権 10


ソフトウェア 47,276


電話加入権 464


著作権 0


無形固定資産合計 47,751


３　投資その他の資産


投資有価証券 20,000


減価償却引当特定資産（注1） 555,650


差入敷金・保証金 35,031


預託金 13


投資その他の資産合計 610,695


固定資産合計 79,652,180


Ⅱ．流動資産


現金及び預金 3,195,599


未収入金 29,140


たな卸資産 1,488


前渡金 7,218


前払費用 35,314


未収収益 337


立替金 61


その他 236,990


流動資産合計 3,506,150


資産合計 83,158,331


貸　借　対　照　表


（令和6年3月31日）
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（単位：千円）


負債の部


Ⅰ．固定負債


長期繰延補助金等（注1） 257,892


退職給付引当金 62


資産除去債務 39,600


長期リース債務 173,492


固定負債合計 471,047


Ⅱ．流動負債


運営費交付金債務（注1） 348,801


預り補助金等（注1） 1,406


寄附金債務（注1） 441,616


前受受託研究費（注1） 2,605


前受共同研究費（注1） 7,891


前受受託事業費等（注1） 1,043


前受金 29,859


未払費用 238,427


預り科学研究費補助金等 236,677


預り金 29,112


未払金 1,646,766


未払消費税等 11,051


リース債務 127,440


流動負債合計 3,122,701


　　負債合計　　　　 3,593,748


純資産の部


Ⅰ．資本金


政府出資金 32,502,530


資本金合計 32,502,530


Ⅱ．資本剰余金


資本剰余金 47,183,986


減価償却相当累計額（－）（注1） △ 21,728,943


減損損失相当累計額（－）（注1） △ 34


利息費用相当累計額（－）（注1） △ 12,714


除売却差額相当累計額（－）（注1） △ 681,068


資本剰余金合計 24,761,226


Ⅲ．利益剰余金


前中期目標期間繰越積立金（注1） 571,815


施設設備等整備積立金 123,682


積立金 21,265,466


当期未処分利益 339,862


（うち当期総利益） (339,862)


利益剰余金合計 22,300,825


　　純資産合計 79,564,582


　　　　負債純資産合計 83,158,331


注1）　これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。


注2）　「Ⅳ　評価・換算差額等」は該当がないため項目ごと記載しません。
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経常費用


業務費


大学院教育経費 56,743


研究経費 265,536


共同利用・共同研究経費 3,188,188


教育研究支援経費 726,130


受託研究費 70,975


共同研究費 8,839


受託事業費 23,698


役員人件費 81,062


教員人件費


常勤教員給与 2,784,066


非常勤教員給与 522,549 3,306,615


職員人件費


常勤職員給与 2,068,672


非常勤職員給与 956,413 3,025,086 10,752,876


一般管理費 1,075,728


財務費用


支払利息 3,038


その他 0 3,039


経常費用合計 11,831,643


経常収益


運営費交付金収益（注1） 11,409,037


大学院教育収益 154,516


受託研究収益（注1） 74,218


共同研究収益（注1） 9,332


受託事業等収益（注1） 22,706


寄附金収益（注1） 99,601


施設費収益 5,696


補助金等収益（注1） 63,441


入場料収入 108,909


財務収益


受取利息 325 325


雑益


財産貸付料収入 49,480


版権料 25,317


手数料収入 658
刊行物等売払代収入 17,444
科学研究費補助金等間接経費収入 128,877


その他雑益 8,960 230,739


経常収益合計 12,178,524


経常利益 346,880


臨時損失


固定資産除却損 8,365 8,365


当期純利益 338,514


前中期目標期間繰越積立金取崩額（注1） 1,347


当期総利益 339,862


注1）　これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。


注2)　資本剰余金を減額したコスト等に関する注記


（単位：千円）


当期総利益 339,862


減価償却相当額 △ 1,075,487


利息費用相当額 △ 759


除売却差額相当額 △ 15


賞与引当増加相当額 △ 23,132


退職給付引当増加相当額 22,455


小計 △ 1,076,939


施設費収益相当額 473,643


その他 139,156


資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 △ 124,278


注3)　科学研究費助成事業等に関する注記


（単位：千円）


当期受入額 624,192


当期支出額 527,937


損　益　計　算　書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）


（単位：千円）
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（単位：千円）


うち当期総利
益（又は当期
総損失）


当期首残高 32,502,530 32,502,530 46,585,557 △ 20,667,826 △ 34 △ 11,954 △ 681,052 25,224,689 672,162 - - 21,389,148 21,389,148 22,061,310 79,788,530
Ⅰ　資本剰余金の当期変動額 - - - - - - - - - - - - - - -


固定資産の取得 - - 513,799 - - - - 513,799 - - - - - - 513,799
固定資産の除売却 - - △ 14,370 14,370 - - △ 15 △ 15 - - - - - - △ 15
減価償却 - - - △ 1,075,487 - - - △ 1,075,487 - - - - - - △ 1,075,487
時の経過による資産除去債務の増加 - - - - - △ 759 - △ 759 - - - - - - △ 759
その他の資本剰余金の当期変動額（純額） - - - - - - - - - - - - - - -


Ⅱ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額 - - - - - - - - - - - - - - -
　 （１）　利益の処分又は損失の処理 - - - - - - - - - - - - - - -


利益処分（又は損失処理）による取り崩し - - - - - - - - - 123,682 21,265,466 △ 21,389,148 △ 21,389,148 - -
　 （２）　その他 - - - - - - - - - - - - - - -


当期純利益（又は当期純損失） - - - - - - - - - - - 338,514 338,514 338,514 338,514
前中期目標期間繰越積立金取崩額 - - 99,000 - - - - 99,000 △ 100,347 - - 1,347 1,347 △ 99,000 -


当期変動額合計 - - 598,428 △ 1,061,116 - △ 759 △ 15 △ 463,463 △ 100,347 123,682 21,265,466 △ 21,049,286 △ 21,049,286 239,514 △ 223,948
当期末残高 32,502,530 32,502,530 47,183,986 △ 21,728,943 △ 34 △ 12,714 △ 681,068 24,761,226 571,815 123,682 21,265,466 339,862 339,862 22,300,825 79,564,582


当期未処分利
益（又は当期
未処理損失）


利益剰余金（又
は繰越欠損金）


合計


除売却差額
相当累計額


（-）


資本剰余金合
計


前中期目標期
間繰越積立金


施設設備等整
備積立金


積立金資本剰余金
減価償却相当


累計額（-）
減損損失相当


累計額（-）
利息費用相
当累計額（-）


純資産変動計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）


Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）


純資産合計
政府出資金 資本金合計


-
4-







（単位：千円）


Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー


原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 3,712,908


人件費支出 △ 6,374,557


その他の業務支出 △ 982,914


運営費交付金収入  11,689,020


大学院教育収入  157,861


受託研究収入  73,512


共同研究収入  8,785


受託事業等収入  21,854


補助金等収入  14,844


寄附金収入  76,783


その他の収入  227,648


　　　　　小計  1,199,929


業務活動によるキャッシュ・フロー  1,199,929


Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー


有価証券の償還による収入  20,013


有形固定資産の取得による支出 △ 1,053,020


無形固定資産の取得による支出 △ 10,075


減価償却引当特定資産の繰入による支出 △ 348,000


減価償却引当特定資産の取崩による収入  96,250


施設費による収入  323,300


定期預金の預入による支出 △ 2,000,000


定期預金の払戻による収入  1,700,000


　　　　　小計 △ 1,271,532


利息の受取額  11


投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,271,520


Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー


リース債務の返済による支出 △ 121,664


　　　　　小計 △ 121,664


利息の支払額 △ 3,076


財務活動によるキャッシュ・フロー △ 124,740


Ⅳ．資金に係る換算差額 -


Ⅴ．資金増加額 △ 196,331


Ⅵ．資金期首残高  1,391,931


Ⅶ．資金期末残高  1,195,599


キャッシュ・フロー計算書


（令和5年4月1日～令和6年3月31日）
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（単位：千円）


Ⅰ　当期未処分利益  339,862


当期総利益  339,862


Ⅱ　利益処分額


積立金  302,482


国立大学法人法第35条の2において準用する独立


行政法人通則法第44条第3項により文部科学大臣の  37,379


承認を受けようとする額


 339,862  339,862


利益の処分に関する書類（案）


- 6 -







- 7 - 


 


注 記 事 項 
 


Ⅰ 重要な会計方針 


 


当事業年度より、改訂後の国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国


立大学法人会計基準注解」報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議 令和４年２月１０


日改訂））及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実


務指針」（文部科学省 日本公認会計士協会 令和５年４月１３日最終改訂）（以下「国立大


学法人会計基準等」という。）のうち、収益認識に係る改訂内容を適用して、財務諸表等を


作成しております。 


 


１．運営費交付金収益の計上基準 


期間進行基準を採用しています。 


なお、教育研究等維持経費及び退職手当については費用進行基準を、また、研究経費及


び共同利用・共同研究経費、教育研究支援経費、一般管理費の一部については業務達成基


準を採用しています。 


 


２．減価償却の会計処理方法 


(1) 有形固定資産 


定額法を採用しています。 


耐用年数については法人税法上の耐用年数を採用していますが、受託研究収入等に


より購入した償却資産の内、終了後使用する予定のない償却資産については当該受託


研究等期間を耐用年数としています。 


主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 


建物        ５～５０年 


構築物      １０～５０年 


工具器具備品    ２～２０年 


車両運搬具      ６～７年 


また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第 78）及び資産除去債務に対応する


特定の除去費用等（国立大学法人会計基準第 85）に係る減価償却相当額については、


減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しています。 


(2) 無形固定資産 


定額法を採用しています。 


なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）


に基づいています。 


 


３．賞与引当金及び見積額の計上基準 


賞与引当金は、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員への賞与


の支払いに備えるため、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属す


る額を計上しています。 


また、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされる賞与については、賞与引当金


は計上していません。 


なお、国立大学法人等の業務運営に関して資本剰余金を減額したコスト等の注記にお


ける賞与引当増加相当額は、当事業年度末の賞与引当相当額から前事業年度末の同相当


額を控除した額を計上しています。 
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４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 


退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされない教職員に対するものに


ついては、当該職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における自己都合要支給額


に基づき退職給付引当金を計上しています。 


また、退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされる教職員に対するもの  


については、退職給付引当金は計上していません。 


なお、国立大学法人等の業務運営に関して資本剰余金を減額したコスト等の注記にお


ける退職給付引当増加相当額は、自己都合要支給額に基づき計算された退職一時金に係


る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。 


 


５．貸倒引当金の計上基準 


一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については個別に回収可能性を


検討し、回収不能見込額を計上しています。 


 


６．有価証券の評価基準及び評価方法 


満期保有目的債券 


償却原価法（定額法）を採用しています。 


  


７．たな卸資産の評価基準及び評価方法 


評価基準    低価法 


評価方法    移動平均法 


 


８．リース取引の会計処理 


リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引


に係る方法に準じた会計処理によっています。 


 


９．消費税等の会計処理 


消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 


 


10．財務諸表及び附属明細書の端数処理 


財務諸表及び附属明細書は、千円未満切捨により作成しています。 


 


Ⅱ 会計方針の変更 


 


受託研究収入により購入した償却資産については、当該受託研究期間を耐用年数として


いましたが、改訂後の国立大学法人会計基準等を適用し、当該研究の終了後も使用する予


定である償却資産については、国立大学法人会計基準上の一般的耐用年数を採用していま


す。 


  なお、これによる財務諸表への重要な影響はありません。 


 


Ⅲ 会計上の見積り 


 


該当事項はありません。 
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Ⅳ 貸借対照表 


 


１．運営費交付金から充当されるべき賞与引当相当額の見積額は、326,663 千円です。 


 


２．運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は、3,181,816 千円です。 


 


Ⅴ 損益計算書 


 


該当事項はありません。 


 


Ⅵ キャッシュ・フロー計算書 


 


１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 


現金及び預金  3,195,599 千円 


定期預金  △2,000,000 千円 


資金期末残高  1,195,599 千円 


 


２．重要な非資金取引 


寄附受による資産の増加  57,907 千円 


ファイナンス・リース資産の増加  111,438 千円 


 


Ⅶ 金融商品関係 


 


１．金融商品の状況に関する事項 


当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定しています。 


資金調達については、年度内、又は一定期間における正確な情報に基づき適正に資金状


況を把握し、運営費交付金の受け入れ遅延及び事故等の発生等により緊急に資金が必要


となる場合のみ、借入れ等による資金調達を行います。 


今年度の資金運用にあたっては国立大学法人法第 35 条の２が準用する独立行政法人通


則法第 47 条の規定に基づき、国債等による運用を行いました。なお、当該運用資産は、


金利や為替の変動による市場リスクや信用リスク等を包含していますが、人間文化研究


機構における資金運用に関する取扱細則等に基づき適切なリスク管理を実施しています。 


 


２．金融商品の時価等に関する事項 


期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 


なお、現金は注記を省略しており、預金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿


価額に近似することから、注記を省略しています。 


 


   (単位：千円) 


 貸借対照表計上額


(*1) 


時価(*1) 差額 


(１)有価証券及び投資有価証券 20,000 20,082 81 


(２)減価償却引当特定資産(*2) 555,650 555,650 - 


(*1)負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 


(*2)減価償却引当特定資産には、預金 555,650 千円が含まれています。 


 


注 1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
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金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ


て、以下の三つのレベルに分類しています。 


レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に


より算定した時価 


レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ


ットを用いて算定した時価 


レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 


時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら


のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低


いレベルに時価を分類しています。 


（１）有価証券及び投資有価証券 


時価については、取引金融機関から提示された価格によっています。これらは活発


な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しています。 


 


（２）減価償却引当特定資産 


預金で構成されており、帳簿価額によっています。 


 


Ⅷ 賃貸等不動産関係  


 


当法人は、賃貸等不動産を保有していますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいた


め、注記を省略しています。 


 


Ⅸ 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト関係  


 


１．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 


 (単位：千円) 


Ⅰ 業務費用   


(１)損益計算上の費用 11,840,009  


(２)（控除）自己収入等 △ 554,925  


  業務費用合計  11,285,083 


Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等  1,076,939 


Ⅲ 機会費用   


  政府出資の機会費用 401,343 401,343 


Ⅳ （控除）国庫納付額  - 


Ⅴ 国立大学法人等の業務運営に関し


て国民の負担に帰せられるコスト 


 12,763,367 


 


２．機会費用の計上方法 


政府出資の機会費用を利率 0.725%で計算しています。 


 


Ⅹ 退職給付関係 


 


１．採用している退職給付制度の概要 


当法人は、教職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用していま


す。非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、


簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しています。 
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２．確定給付制度 


（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 


期首における退職給付引当金   235 千円 


退職給付費用  62 千円 


退職給付の支払額  235 千円 


期末における退職給付引当金 62 千円 


 


（２）退職給付に関連する損益 


簡便法で計算した退職給付費用   62 千円 


 


ⅩⅠ 減損会計関係 


 


当該年度において減損の兆候が認められたが、減損を認識しなかった固定資産のうち重


要なものについては、次のとおりです。 


 


資産用途 種類 場所 


帳簿価額 


（附属設備及び付


帯構築物を含む） 


認められた減損の 


兆候の概要 


減損の兆候はあ


るが認識に至ら


なかった理由 


図書資料館


等 


建物及


び附属


設備 


京都府京都市 


(国際日本文化


研究センター) 


581,523 千円 当該建物等の取得時に想


定された基準に対して入


館者数が減少 


入館者数の減少


は DX の普及等に


伴う利用形態の


変化によるもの


であって、図書


館としての機能


は低下しておら


ず、かつ、将来


にわたって当該


建物等の一部又


は全部を廃止す


ることは予定し


ていないため 
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ⅩⅡ 資産除去債務関係 


 


１．資産除去債務の概要 


石綿障害予防規則等に基づくアスベスト除去に係る費用を見積もっています。 


 


２．資産除去債務の算定方法 


使用見込み期間を残存耐用年数に基づいて見積もり、割引率は期間に応じた国債利回


りを使用しています。 


 


３．資産除去債務の総額の増減 


期首残高  38,840 千円 


当期増加額  -円 


時の経過による調整額  759 千円 


期末残高 39,600 千円 


 


４．貸借対照表に計上していない資産除去債務の概要、債務を合理的に見積もることができ


ない理由 


賃貸借契約している土地の上に建設している建物等について、契約終了時における原


状回復義務に係る資産除去債務が発生しています。 


ただし、現時点では当該契約を解約する予定はなく、また、当該契約上の使用期間が明


確ではないことから、資産除去債務を合理的に見積もることが出来ません。このため、貸


借対照表に資産除去債務を計上していません。 


 


ⅩⅢ 重要な債務負担行為 


 


当事業年度に契約を締結し、翌年度以降に支払が発生する重要なものは以下のとおりです。 


契約件名  契約金額  翌期以降支払額 


人間文化研究機構（城内）国立歴


史民俗博物館基幹・環境整備（排


水設備改修）工事 


 88,220 千円  59,312 千円 


 


ⅩⅣ 重要な後発事象 


 


該当事項はありません。 
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附属明細書 


 1.固定資産の取得及び処分、減価償却費並びに減損損失の明細  ・・・・・ １３ 


 2.たな卸資産の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 


 3.無償使用国有財産等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 


 4.ＰＦＩの明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 


 5.有価証券の明細 


  5-1 流動資産として計上された有価証券  ・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 


  5-2 投資その他の資産として計上された有価証券  ・・・・・・・・・・・ １７ 


 6.引当特定資産の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 


7.出資金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 


 8.長期貸付金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 


 9.借入金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 


10.国立大学法人等債の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２ 


11.引当金の明細 


 11-1 引当金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 


 11-2 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 


 11-3 退職給付引当金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 


12.資産除去債務の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 


13.保証債務の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 


14.目的積立金の取崩しの明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 


15.業務費及び一般管理費の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 


16.運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 


 16-1 運営費交付金債務  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 


 16-2 運営費交付金収益  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 


17.運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 


 17-1 施設費の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３２ 


 17-2 補助金等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３２ 


18.役員及び教職員の給与の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３３ 


19.開示すべきセグメント情報  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 


20.寄附金債務の明細及び寄附金の受入額の明細 


 20-1 寄附金債務の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３５ 


 20-2 寄附金の受入額の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３５ 


21.受託研究の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６ 


22.共同研究の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３７ 


23.受託事業等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３８ 


24.科学研究費助成事業等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９ 


25.上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 


 25-1 現金及び預金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０ 


 25-2 未払金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０ 


  26.関連公益法人の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１ 







（１）　固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第７８　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第８５　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細
  （単位：千円）


当期償却額 当期減損損失 当期減損損失相当額


建 物  32,786,393  557,780  7,330  33,336,843  19,943,029  978,404 - - -  13,393,814


構 築 物  1,423,092  14,862  4  1,437,950  1,136,776  52,844 - - -  301,173


工 具 器 具 備 品  812,999 -  7,037  805,962  636,303  41,332 - - -  169,658


図 書  316,322 - -  316,322 - - - - -  316,322


計  35,338,807  572,643  14,371  35,897,079  21,716,109  1,072,581 - - -  14,180,969


建 物  3,143,035  106,346  9,407  3,239,974  2,069,263  146,934 - - -  1,170,710


構 築 物  77,159  5,210 -  82,369  43,684  4,199 - - -  38,684


工 具 器 具 備 品  5,749,550  399,987  182,029  5,967,508  4,478,327  461,772 - - -  1,489,180


図 書  18,897,736  126,694  215  19,024,215 - - - - -  19,024,215


車 両 運 搬 具  9,466 - -  9,466  9,466 - - - -  0


計  27,876,948  638,238  191,652  28,323,534  6,600,743  612,905 - - -  21,722,790


土 地  18,713,105 - -  18,713,105 - - - - -  18,713,105


美 術 品 ・ 収 蔵 品  24,335,670  38,181  15  24,373,836 - - - - -  24,373,836


計  43,048,776  38,181  15  43,086,942 - - - - -  43,086,942


建 設 仮 勘 定  161,434  3,030  161,434  3,030 - - - - -  3,030


計  161,434  3,030  161,434  3,030 - - - - -  3,030


土 地  18,713,105 - -  18,713,105 - - - - -  18,713,105


建 物  35,929,428  664,126  16,737  36,576,817  22,012,293  1,125,338 - - -  14,564,524


構 築 物  1,500,251  20,073  4  1,520,320  1,180,461  57,043 - - -  339,858


工 具 器 具 備 品  6,562,549  399,987  189,066  6,773,470  5,114,631  503,105 - - -  1,658,839


図 書  19,214,059  126,694  215  19,340,538 - - - - -  19,340,538


美 術 品 ・ 収 蔵 品  24,335,670  38,181  15  24,373,836 - - - - -  24,373,836


車 両 運 搬 具  9,466 - -  9,466  9,466 - - - -  0


建 設 仮 勘 定  161,434  3,030  161,434  3,030 - - - - -  3,030


計  106,425,967  1,252,092  367,474  107,310,586  28,316,852  1,685,487 - - -  78,993,733


ソ フ ト ウ ェ ア  14,529 - -  14,529  12,833  2,905 - - -  1,695


計  14,529 - -  14,529  12,833  2,905 - - -  1,695


商 標 権  1,076 - -  1,076  1,066  41 - - -  10


ソ フ ト ウ ェ ア  181,347  10,372 -  191,719  146,137  23,876 - - -  45,581


電 話 加 入 権  498 - -  498 - -  34 - -  464


著 作 権  47,950 - -  47,950  47,950 - - - -  0


計  230,873  10,372 -  241,245  195,154  23,917  34 - -  46,056


商 標 権  1,076 - -  1,076  1,066  41 - - -  10


ソ フ ト ウ ェ ア  195,876  10,372 -  206,248  158,971  26,782 - - -  47,276


電 話 加 入 権  498 - -  498 - -  34 - -  464


著 作 権  47,950 - -  47,950  47,950 - - - -  0


計  245,402  10,372 -  255,774  207,988  26,823  34 - -  47,751


投 資 有 価 証 券  20,000 -  0  20,000 - - - - -  20,000


減価償却引当特定資産  303,900  348,000  96,250  555,650 - - - - -  555,650


差 入 敷 金 ・ 保 証 金  35,031 - -  35,031 - - - - -  35,031


預 託 金  13 - -  13 - - - - -  13


計  358,945  348,000  96,250  610,695 - - - - -  610,695


減損損失累計額 差引当期末
残高


摘要


有形固定資産
（特定償却資産）


無形固定資産
合計


その他の資産


有形固定資産
（特定償却資産以外）


非償却資産


資産の種類 期首残高


建設仮勘定


有形固定資産
合計


無形固定資産
（特定償却資産）


無形固定資産
（特定償却資産以外）


当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額


-
1
3
-







（２）たな卸資産の明細


（単位：千円）


当期購入・
製造・振替


その他 払出・振替 その他


貯蔵品  612  1,086 -  210 -  1,488


計  612  1,086 -  210 -  1,488


種類 期首残高


当期増加額 当期減少額


期末残高 摘要


- 14 -







（３）無償使用国有財産等の明細


該当ないため、作成していません。


- 15 -







（４）ＰＦＩの明細


該当ないため、作成していません。


- 16 -







（５）有価証券の明細


（５）－１　流動資産として計上された有価証券


該当ないため、作成していません。


（５）－２　投資その他の資産として計上された有価証券


（単位：千円）


種類及び
銘柄


取得価額 券面総額
貸借対照
表計上額


当期損益に含
まれた評価差額


摘要


10年利付国債
(第339回)


 20,003  20,000  20,000 -


計  20,003  20,000  20,000 -


貸借対照表
計上額


 20,000


満期保有
目的債券


- 17 -







（単位：千円）


期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要


 303,900  348,000  96,250  555,650
当期減少額は主に歴博ライフラ
イン再生Ⅱ（給排水設備）62,150
千円によるもの。


 303,900  348,000  96,250  555,650


（６）引当特定資産の明細


区分


減価償却引当特定資産


計
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（７）出資金の明細


該当ないため、作成していません。


- 19 -







（８）長期貸付金の明細


該当ないため、作成していません。


- 20 -







（９）借入金の明細


該当ないため、作成していません。


- 21 -







該当ないため、作成していません。


（１０）国立大学法人等債の明細


- 22 -







（１１）引当金の明細


（単位：千円）


目的使用 その他


 362 -  362 - -


 362 -  362 - -


（単位：千円）


期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高


 33,609 △ 4,468  29,140 △ 638  638 -


 33,609 △ 4,468  29,140 △ 638  638 -


　注） 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。


（単位：千円）


期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高


 235  62  235  62


 235  62  235  62


 235  62  235  62退職給付引当金


退職給付債務合計額


退職一時金に係る債務


（11）-３　退職給付引当金の明細


区分 摘   要


区　　分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高


摘　　要


未収入金


合　　計


賞与引当金


合　　計


（11）-２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細


（11）-１　引当金の明細


区　　分 期首残高 当期増加額
当期減少額


期末残高 摘　　要
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（単位：千円）


期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要


 38,840  759 -  39,600 基準第８５の特定「有」


 38,840  759 -  39,600


（１２）資産除去債務の明細


区分


石綿障害予防規則等


計
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該当ないため、作成していません。


（１３）保証債務の明細


- 25 -







（単位：千円）


退職手当
日文研


昇降機更新
工事


建物 -  99,000  99,000


小　　計 -  99,000  99,000


教員人件費  1,347 -  1,347


小　　計  1,347 -  1,347


合　　計  1,347  99,000  100,347


（14）　目的積立金の取崩しの明細


積立金の名称及び事業名


前中期目標期間
繰越積立金


計
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（１５）業務費及び一般管理費の明細


（単位：千円）


　　大学院教育経費


　　　消耗品費  7,718


　　　備品費  8,921


　　　印刷製本費  3,020


　　　図書費  6,893


　　　水道光熱費  3,424


　　　旅費交通費  7,825


　　　通信運搬費  639


　　　賃借料  801


　　　福利厚生費  286


　　　保守費  534


　　　修繕費  182


　　　損害保険料  178


　　　広告宣伝費  1,558


　　　諸会費  342


　　　会議費  30


　　　報酬・委託・手数料  11,711


　　　減価償却費  2,598


　　　雑費  72  56,743


　　研究経費


　　　消耗品費  14,390


　　　備品費  6,069


　　　印刷製本費  1,205


　　　図書費  7,719


　　　水道光熱費  39,673


　　　旅費交通費  43,202


　　　通信運搬費  12,100


　　　賃借料  18,678


　　　保守費  15,886


　　　修繕費  4,494


　　　損害保険料  0


　　　広告宣伝費  163


　　　諸会費  2,171


　　　会議費  60


　　　報酬・委託・手数料  59,193


　　　減価償却費  39,297


　　　雑費  1,228  265,536


　　共同利用経費


　　　消耗品費  132,429


　　　備品費  52,842


　　　印刷製本費  97,186


　　　図書費  232,577


　　　水道光熱費  187,148


　　　旅費交通費  372,448


　　　通信運搬費  40,335


　　　賃借料  152,984


　　　車輌燃料費  413


　　　福利厚生費  389


　　　保守費  79,923


　　　修繕費  28,977


　　　損害保険料  5,454


　　　広告宣伝費  40,207


　　　行事費  2,003


　　　諸会費  11,704


　　　会議費  4,007


- 27 -







　　　研修費  1,214


　　　報酬・委託・手数料  1,389,858


　　　減価償却費  328,833


　　　雑費  27,167


　　　租税公課  79  3,188,188


　　教育研究支援経費


　　　消耗品費  29,775


　　　備品費  11,549


　　　印刷製本費  574


　　　図書費  93,018


　　　水道光熱費  33,902


　　　旅費交通費  1,458


　　　通信運搬費  16,244


　　　賃借料  150,040


　　　福利厚生費  19


　　　保守費  28,332


　　　修繕費  12,138


　　　損害保険料  28


　　　広告宣伝費  32


　　　諸会費  1,401


　　　研修費  148


　　　報酬・委託・手数料  183,051


　　　減価償却費  164,288


　　　雑費  123  726,130


　　受託研究費
　　　教員人件費


　　　非常勤教員給与


　　　　賃金及び手当  7,510


　　　　法定福利費  916  8,427


　　　職員人件費


　　　非常勤職員給与


　　　　賃金及び手当  4,009


　　　　賞与  684


　　　　法定福利費  587  5,281


　　　消耗品費  1,008


　　　備品費  1,940


　　　印刷製本費  0


　　　図書費  120


　　　水道光熱費  12,105


　　　旅費交通費  6,679


　　　通信運搬費  859


　　　賃借料  562


　　　車輌燃料費  27


　　　保守費  24


　　　諸会費  261


　　　会議費  4


　　　報酬・委託・手数料  31,554


　　　減価償却費  49


　　　雑費  232


　　　租税公課  1,834  70,975


　共同研究費


　　　消耗品費  947


　　　備品費  605


　　　印刷製本費  727


　　　図書費  30


　　　水道光熱費  556


　　　旅費交通費  1,421


　　　通信運搬費  552
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　　　諸会費  87


　　　報酬・委託・手数料  3,763


　　　減価償却費  113


　　　租税公課  33  8,839


　受託事業費


　　　教員人件費


　　　非常勤教員給与


　　　　賃金及び手当  4,848


　　　　法定福利費  205  5,053


　　　消耗品費  2,810


　　　備品費  1,501


　　　印刷製本費  564


　　　図書費  34


　　　水道光熱費  113


　　　旅費交通費  1,833


　　　通信運搬費  477


　　　賃借料  162


　　　車輌燃料費  1


　　　広告宣伝費  118


　　　諸会費  133


　　　会議費  17


　　　報酬・委託・手数料  8,793


　　　減価償却費  992


　　　雑費  495


　　　租税公課  595  23,698


　役員人件費


　　　　 役員報酬  56,177


　　　　 役員賞与  19,215


　　　　 法定福利費  5,668  81,062  81,062


　　 教員人件費


　　　常勤教員給与
　　　　給与及び手当  1,683,572


　　　　賞与  492,843


　　　　退職給付費用  277,744


　　　　法定福利費  329,906  2,784,066


　　　非常勤教員給与
　　　　賃金及び手当  471,048


　　　　賞与  1,198


　　　　法定福利費  50,302  522,549  3,306,615


　　 職員人件費


　　　常勤職員給与


　　　　給与及び手当  1,306,876


　　　　賞与  397,091


　　　　退職給付費用  79,209


　　　　法定福利費  285,494  2,068,672


　　　非常勤職員給与


　　　　賃金及び手当  777,989


　　　　賞与  61,763


　　　　退職給付費用  2,644


　　　　法定福利費  113,953


　　　　退職給付引当金繰入額  62  956,413  3,025,086


　一般管理費


　　　消耗品費  47,687


　　　備品費  13,555


　　　印刷製本費  8,262


　　　図書費  8,963
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　　　水道光熱費  146,637


　　　旅費交通費  26,666


　　　通信運搬費  28,878


　　　賃借料  140,591


　　　車輌燃料費  35


　　　福利厚生費  10,541


　　　保守費  97,204


　　　修繕費  77,597


　　　損害保険料  9,794


　　　広告宣伝費  2,767


　　　諸会費  1,902


　　　会議費  3,200


　　　研修費  4,315


　　　報酬・委託・手数料  307,637


　　　租税公課  28,445


　　　減価償却費  100,649


　　　雑費  10,394  1,075,728
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（１６）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細


（16）-１　運営費交付金債務


（単位：千円）


運営費交付金
収益


資本剰余金 小　　計


令和４年度  93,033 -  87,020 -  87,020  6,013


令和５年度 -  11,689,020  11,322,016  24,214  11,346,231  342,788


合　　計  93,033  11,689,020  11,409,037  24,214  11,433,251  348,801


　 　


（16）-２　運営費交付金収益（注）


（単位：千円）


　　　２．「退職手当」及び「令和５年度（当初予算追加交付分）教育・研究基盤維持経費」については、費用進行基準を適用しています。


　　　３．上記以外の事業については、期間進行基準を適用しています。


交付年度 期首残高
交付金


当期交付額


当期振替額


期末残高


業務等区分 令和４年度交付分 令和５年度交付分 合計


期間進行基準適用事業 -  10,455,349  10,455,349


業務達成基準適用事業 -  553,108  553,108


　注）１．「社会との共創によるデジタル・ヒューマニティーズ(DH)の推進」他５事業については、業務達成基準を適用しています。


費用進行基準適用事業  87,020  313,559  400,579


合　　計  87,020  11,322,016  11,409,037
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（１７）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細


（17）-１　施設費の明細


（単位：千円）


 131,290  141,240 -


-  126,060 -


 24,750  32,000 -


-  24,000 -


 156,040  323,300 -


（17）-２　補助金等の明細


（単位：千円）


直接
経費


-  3,800 -


間接
経費


-  1,140 -


直接
経費


-  4,904 -


間接
経費


- - -


直接
経費


-  5,000 -


間接
経費


- - -


直接
経費


 1,406 -  1,406


間接
経費


- - -


直接
経費


 1,406  13,704  1,406


間接
経費


-  1,140 -


計  1,406  14,844  1,406


　注）上記とは別に長期繰延補助金等から振り替えた収益化額が48,596千円あります。


-


- - -  1,140 -合　　計


- - -  13,704 -


- - -  14,844


-


- - - - -


第14回国際
手話言語学
会の開催


公益財団
法人日本


財団


- - - -


-


- - - - -


人工知能等
社会実装研
究拠点事業
費補助金


大学共同
利用機関
法人情


報・システ
ム研究機
構国立情
報学研究


所


- - -  5,000


-


- - - - -


国際化拠点
整備事業費


補助金


国立大学
法人筑波


大学


- - -  4,904


-


- - -  1,140 -


研究拠点形
成費等補助


金


国立大学
法人千葉


大学


- - -  3,800


当期振替額


期末残高 摘　　要
長期繰延
補助金等


資本剰余
金


長期預り
補助金等


補助金等収益 その他


合　　計  473,643  5,696 -


名称 交付元
経費
の別


期首残高 当期 交付額


日文研
ライフライン再生
（受変電設備）


 55,919  830 -


営繕事業  23,436  563 -


歴博
ライフライン再生Ⅱ


（給排水設備）
 269,366  3,163 -


歴博
ライフライン再生
（給排水設備）


 124,920  1,139 -


区　　分 期首残高 当期交付額


当期振替額


期末残高 摘　　要
資本剰余金 施設費収益 その他
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（１８）役員及び教職員の給与の明細


（単位：千円、人）


法定福利費


金　額 支給人員 金　額 金　額 支給人員


(68,546) (4) (5,668) (-) (-)


 68,546 4  5,668 - -


(-) (-) (-) (-) (-)


 6,847 3 - - -


(68,546) (4) (5,668) (-) (-)


 75,393 7  5,668 - -


(1,841,857) (174) (281,253) (277,744) (17)


 2,176,415 223  329,906  277,744 17


(-) (-) (-) (-) (-)


 472,247 154  50,302 - -


(1,841,857) (174) (281,253) (277,744) (17)


 2,648,662 377  380,208  277,744 17


(1,552,786) (230) (261,585) (79,209) (10)


 1,703,968 260  285,494  79,209 10


(-) (-) (-) (-) (-)


 839,753 383  113,953  2,707 18


(1,552,786) (230) (261,585) (79,209) (10)


 2,543,721 643  399,448  81,917 28


(3,463,190) (408) (548,507) (356,954) (27)


 3,948,930 487  621,069  356,954 27


(-) (-) (-) (-) (-)


 1,318,847 540  164,256  2,707 18


(3,463,190) (408) (548,507) (356,954) (27)


 5,267,777 1,027  785,325  359,661 45


　注）１．支給人員数は、報酬又は給料等は年間平均支給人員数で算出、退職給付は年間支給人員数で算出しています。


　　　２．役員に対する報酬及び退職手当の支給基準並びに職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、人間文化研究


　　　　　機構役員給与規程、人間文化研究機構役員退職手当規程、人間文化研究機構職員給与規程及び人間文化研究機


　　　　　構職員退職手当規程に基づいて決定しています。


　　　３．常勤とは、「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について（ガイドライン）」（総務大


　　　　　臣策定）中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」、「再雇用職員」及び「年俸制適用者」から受託研究費等によ


　　　　　り雇用する者を除いた職員のことであり、非常勤とは、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及び「ガイドライン」


　　　　　における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことです。


　　　４．上段括弧内には、承継職員等に係る金額及び支給人員を内数で記載しています。


　　　　　


非常勤


非常勤


常勤


計


非常勤


計


合　　計


退職給付報酬又は給料等


区　分


職　　員


役　　員


非常勤


常勤


計


教　　員


常勤


計


常勤
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（１９）開示すべきセグメント情報
 （単位：千円）


区　　　分
国立歴史民俗


博物館
国文学研究


資料館
国立国語研究


所
国際日本文化
研究センター


総合地球
環境学研究所


国立民族学
博物館


本部 小計 法人共通 合計


業務費用
業務費  2,006,532  1,451,951  1,138,661  1,144,580  1,582,033  2,606,250  822,865  10,752,876 -  10,752,876


大学院教育経費  10,595  7,713  11,885  5,507  6,739  14,300 -  56,743 -  56,743
研究経費  98,214  27,725  7,771  35,623 -  96,201 -  265,536 -  265,536
共同利用・共同研究経費  703,551  438,419  287,733  90,063  526,748  919,522  222,147  3,188,188 -  3,188,188
教育研究支援経費  161,859  41,326  33,490  132,647  133,706  223,100 -  726,130 -  726,130
受託研究費  2,244 - -  2,000  65,506  1,224 -  70,975 -  70,975
共同研究費  62 -  2,916  639  5,221 - -  8,839 -  8,839
受託事業費  1,807 -  1,494  452  12,846  7,098 -  23,698 -  23,698
人件費  1,028,197  936,767  793,368  877,646  831,264  1,344,802  600,717  6,412,764 -  6,412,764


役員人件費 - - - - - -  81,062  81,062 -  81,062
教員人件費  525,572  425,883  419,846  464,824  497,674  741,262  231,552  3,306,615 -  3,306,615
職員人件費  502,624  510,883  373,522  412,821  333,590  603,540  288,103  3,025,086 -  3,025,086


一般管理費  224,045  40,006  96,953  108,870  58,736  368,643  178,472  1,075,728 -  1,075,728
財務費用 -  809  92  0  880  1,255 -  3,039 -  3,039


小　　計  2,230,578  1,492,768  1,235,707  1,253,450  1,641,651  2,976,148  1,001,338  11,831,643 -  11,831,643
業務収益


運営費交付金収益  2,140,113  1,448,340  1,211,184  1,307,513  1,502,632  2,788,332  1,010,920  11,409,037 -  11,409,037
大学院教育収益  26,509  24,280  21,171  27,612  9,974  44,970 -  154,516 -  154,516
受託研究収益  2,244 - -  2,000  68,386  1,586 -  74,218 -  74,218
共同研究収益  62 -  3,409  639  5,221 - -  9,332 -  9,332
受託事業等収益  815 -  1,494  452  12,846  7,098 -  22,706 -  22,706
寄附金収益  10,487  22,093  6,078  15,349  15,005  17,406  13,181  99,601 -  99,601
施設費収益  4,302 - -  830 -  563 -  5,696 -  5,696
補助金等収益  10,845  5,563 - -  30,690  16,341 -  63,441 -  63,441
入場料収入  59,433 - - - -  49,475 -  108,909 -  108,909
財務収益 - - - - - -  325  325 -  325
雑益  54,809  14,623  54,518  21,261  29,379  54,064  2,082  230,739 -  230,739


小　　計  2,309,625  1,514,901  1,297,855  1,375,658  1,674,135  2,979,839  1,026,509  12,178,524 -  12,178,524


業務損益  79,046  22,133  62,147  122,208  32,483  3,690  25,170  346,880 -  346,880


土地  7,045,000  3,261,435  6,110,000  2,230,000  66,670 - -  18,713,105 -  18,713,105
建物  3,356,777  2,749,615  2,538,749  2,033,101  2,849,771  1,036,509 -  14,564,524 -  14,564,524
構築物  205,617  41,973  16,703  35,781  11,893  27,889 -  339,858 -  339,858
工具器具備品  452,827  141,030  114,184  110,335  384,492  438,757  17,211  1,658,839 -  1,658,839
図書  1,531,274  5,303,185  481,912  5,956,078  246,801  5,820,702  584  19,340,538 -  19,340,538
美術品・収蔵品  18,752,666  155,826 -  72,588  0  5,392,755 -  24,373,836 -  24,373,836
現金及び預金  597  53 -  21 -  218  2,000,000  2,000,891  1,194,708  3,195,599
その他  4,549  3,313  4,590  753  16,208  305,857  81,106  416,378  555,650  972,028


帰属資産  31,349,310  11,656,433  9,266,139  10,438,661  3,575,836  13,022,690  2,098,901  81,407,973  1,750,358  83,158,331


　注）１．セグメントの区分方法　本部及び各機関に区分しています。


　　　 ２．目的積立金の取崩を財源とする費用は、「国立歴史民俗博物館」において1,085千円、「総合地球環境学研究所」において262千円発生しています。


　　　 ３．帰属資産のうち法人共通1,750,358千円は各セグメントに配賦しなかった資産であり、その内容は普通預金1,194,708千円、減価償却引当特定資産555,650千円です。


　　　 ４．各セグメントにおける減価償却費、減価償却相当額、利息費用相当額、除売却差額相当額、賞与引当増加相当額及び退職給付引当増加相当額は以下のとおりです。


区　　　分
国立歴史民俗


博物館
国文学研究


資料館
国立国語研究


所
国際日本文化
研究センター


総合地球
環境学研究所


国立民族学
博物館


本部 小計 法人共通 合計


減価償却費  150,335  91,074  48,824  44,263  129,319  167,895  5,110  636,823 -  636,823


減価償却相当額  332,802  117,983  91,698  114,725  98,496  311,733  8,047  1,075,487 -  1,075,487
利息費用相当額 - - - - -  759 -  759 -  759
除売却差額相当額  15 - - -  0  0 -  15 -  15


賞与引当増加相当額  6,340  1,555  8,095  2,599  1,272  3,973 △ 705  23,132 -  23,132


退職給付引当増加相当額  2,902 △ 39,733 △ 5,357  24,740  667 △ 19,072  13,398 △ 22,455 - △ 22,455


 （単位：千円）


-
3
4
 -







（20）-１　寄附金債務の明細


（単位：千円）


 423,521  76,783  182  57,635  1,234  441,616


（20）-２　寄附金の受入額の明細
（単位：千円、件）


区　　分 当期受入額 件数


寄附金  8,319 千円 7 件


現物寄附


工具器具備品  5,810 千円 7 件


図書  3,860 千円 4,408 件


美術品・収蔵品  10,610 千円 1,423 件


寄附金  1,808 千円 16 件


現物寄附


工具器具備品  504 千円 1 件


図書  17,175 千円 6,244 件


美術品・収蔵品  1,252 千円 4 件


寄附金  10,145 千円 8 件


現物寄附


工具器具備品  508 千円 1 件


図書  4,150 千円 1,210 件


寄附金  1,000 千円 1 件


現物寄附
図書  1,708 千円 3,200 件


寄附金  25,930 千円 26 件


現物寄附


工具器具備品  1,302 千円 1 件


図書  2,498 千円 508 件


寄附金  10,404 千円 11 件


現物寄附


工具器具備品  3,290 千円 1 件


図書  1,156 千円 1,203 件


美術品・収蔵品  4,079 千円 126 件


寄附金  19,176 千円 604 件


合　　計  134,690 19,010


（２０）寄附金債務の明細及び寄附金の受入額の明細


期首残高


当期増加額 当期振替額


期末残高 摘要


当期受入額
運用益・評価


差額
寄附金収益 資本剰余金


運用損・評価
差額


その他


- -


摘　　要


本部  8,319 7


国立歴史民俗博物館  22,089 5,854


国文学研究資料館  29,076 6,257


国立国語研究所  5,659 1,212


国際日本文化研究セン
ター


 27,638 3,226


総合地球環境学研究所  14,204 520


国立民族学博物館  27,702 1,934
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（２１）受託研究の明細


（単位：千円）


委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託研究収益 期末残高


直接経費 - - - -


間接経費 - - - -


直接経費 -  500  500 -


間接経費 - - - -


直接経費  2,683  38,074  40,393  364


間接経費 -  6,298  6,240  57


直接経費 -  18,351  17,527  824


間接経費 -  5,439  5,408  30


直接経費 - - - -


間接経費 - - - -


直接経費  1,927  2,730  3,328  1,329


間接経費 -  819  819 -


直接経費  4,611  59,655  61,749  2,517


間接経費 -  12,556  12,468  88
合　　計


国


地方公共団体


独立行政法人


国立大学法人


株式会社等


その他
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（２２）共同研究の明細


（単位：千円）


共同研究契約の相手方 経費の別 期首残高 当期受入額 共同研究収益 期末残高


直接経費 - - - -


間接経費 - - - -


直接経費 - - - -


間接経費 - - - -


直接経費 - - - -


間接経費 - - - -


直接経費 - - - -


間接経費 - - - -


直接経費  2,533  7,404  7,551  2,386


間接経費  555  666  556  665


直接経費  2,016  1,494  1,224  2,287


間接経費  2,553 - -  2,553


直接経費  4,550  8,898  8,775  4,673


間接経費  3,108  666  556  3,218
合　　計


国


地方公共団体


独立行政法人


国立大学法人


株式会社等


その他
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（２３）受託事業等の明細


（単位：千円）


委託者等 経費の別 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高


直接経費 -  846  846 -


間接経費 - - - -


直接経費 -  11,000  11,000 -


間接経費 - - - -


直接経費 -  7,098  7,098 -


間接経費 - - - -


直接経費 -  2,292  2,292 -


間接経費 -  17  17 -


直接経費 -  113 -  113


間接経費 -  34  34 -


直接経費  1,219  1,067  1,356  929


間接経費 -  61  61 -


直接経費  1,219  22,417  22,593  1,043


間接経費 -  113  113 -
合　　計


国


地方公共団体


独立行政法人


国立大学法人


株式会社等


その他
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（２４）科学研究費助成事業等の明細


（単位：千円）


種　　　目 当期受入 件　　　数 摘　　要


(22,542)


 5,130


(13,550)


 2,190


(26,333)


 7,573


(2,104)


 276


(2,100)


 630


(174,692)


 34,414


(190,528)


 35,946


(49,951)


 14,803


(23,979)


 5,226


(12,800)


 2,163


(30,867)


 8,288


(11,020)


 3,570


(15,000)


-


(22,128)


 1,374


(25,384)


 7,140


(760)


 150


(448)


-


(624,192)


 128,877


注）上段（　）には直接経費相当額、下段には間接経費相当額を記載しています。


特別推進研究 5


新学術領域研究 4


学術変革領域研究（A） 9


学術変革領域研究（Ｂ） 2


基盤研究（S） 5


基盤研究（A） 77


基盤研究（B） 154


基盤研究（C) 112


挑戦的研究（萌芽） 30


挑戦的研究（開拓） 3


若手研究 48


研究活動スタート支援 12


研究成果公開促進費 5


特別研究員奨励費 30


国際共同研究加速基金
（国際共同研究強化（B））


17


合　　計 521


国際共同研究加速基金
（海外連携研究）


3


外国人研究者招へい事業 5
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（２５）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細


（25）-1　現金及び預金の明細


（単位：千円）


区　　分 金　　額 備　　考


現金  891


預金  3,194,708


　　普通預金  1,194,708


　　定期預金  2,000,000


合　　計  3,195,599


（25）-2　未払金の明細


（単位：千円）


相　手　先 金　　額 備　　考


東豊土木工業株式会社  77,176


富士通Japan株式会社　京都支社  54,788


株式会社池田理化  38,970


株式会社トータルメディア開発研究所  27,045


株式会社堀内カラー  22,163


箕面電設株式会社  21,120


株式会社ゴードー  21,089


株式会社インフォマージュ  23,740


株式会社ラック  19,524


株式会社日本環境ビルテック  18,141


その他  1,323,004


合　　計  1,646,766
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（２６）関連公益法人の状況


（２６）－１　公益財団法人千里文化財団


１．関連公益法人の概要


名　　　　称 住　　　　所 主要な業務の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合


関　係　内　容 役　員　氏　名


（公財）千里文化財団
大阪府吹田市


千里万博公園1-1
以下のとおり 無 委託契約相手先 理事長　中牧　弘允


＊主要な業務の内容


    ア．国立民族学博物館及びその他千里地域の各種機関の活動に対する協力及びその成果の普及


    イ．各種調査･研究の推進


    ウ．各種事業の企画･運営


    エ．この法人の目的にふさわしい諸活動に対する協力


２．関連公益法人等と国立大学法人等の取引の関連図


３．関連公益法人の財務状況


（単位：千円）


資　　　　産 負　　　　債 正　味　財　産 当　期　収　入 当　期　支　出 当期収支差額


 135,061  51,450  83,611  292,646  287,671  4,974


４．関連公益法人の基本財産等の状況


（１）　関連公益法人の基本財産に対する出えん、拠出、寄附金等はありません。


（２）　関連公益法人の運営費、事業費等に充てるために、当該事業年度において負担した会費、負担金等はありません。


５．関連公益法人との取引の状況


（１）　関連公益法人に対する債権債務の明細


（単位：千円）


科　　目 金　額


未払金  15,809


未収入金  1,120


（２）　関連公益法人に対する債務保証はありません。


（３）　関連公益法人の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合


（単位：千円）


金　額 割　　合


 292,646  158,719 54%


総売上高又は
事業収入


当法人の発注等に係る金額及びその割合


大学共同利用機関法人
人間文化研究機構
国立民族学博物館


（公財）千里文化財団


国立民族学博物館編集刊行物販売業務委託


売買(物品)


国立民族学博物館活動助成


ミュージアムショップ運営委託
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（２６）－２　一般社団法人大学共同利用研究教育アライアンス


１．関連公益法人の概要


名　　　　称 住　　　　所 主要な業務の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合


関　係　内　容 役　員　氏　名


（一社）大学共同利用
研究教育アライアンス


東京都立川市緑町
10-3


以下のとおり 20.00% 関連公益法人


代表理事　木部暢子
理事　　　　川合眞紀
理事　　　　山内正則
理事　　　　喜連川優
理事　　　　永田　敬
監事　　　　村上雅人


＊主要な業務の内容


大学共同利用機関法人（人間文化研究機構、自然科学研究機構、高エネルギー加速器研究機構、情報・システム


研究機構）及び国立大学法人総合研究大学院大学が一体的な研究教育活動を通じてその機能を十分に発揮する


ため、以下の事業を推進


    ア．研究力強化のための連携に関すること


    イ．大学院教育の充実及び若手研究者の育成のための連携に関すること


    ウ．効率的な業務運営のための連携に関すること


    エ．その他目的を達成するために必要なこと


２．関連公益法人等と国立大学法人等の取引の関連図


３．関連公益法人の財務状況


（単位：千円）


資　　　　産 負　　　　債 正　味　財　産 当　期　収　入 当　期　支　出 当期収支差額


 559  75  483  3,000  2,618  381


４．関連公益法人の基本財産等の状況


（１）　関連公益法人の基本財産に対する出えん、拠出、寄附金等はありません。


（２）　関連公益法人の運営費、事業費等に充てるために、当該事業年度において負担した会費、負担金等


（単位：千円）


区　分 金　額


負担金  600


５．関連公益法人との取引の状況


（１）　関連公益法人に対する債権債務はありません。


（２）　関連公益法人に対する債務保証はありません。


（３）　関連公益法人の事業収入の金額に当法人の発注等に係る金額はありません。


連携事業の推進


大学共同利用機関法人
人間文化研究機構


（一社）大学共同利用
研究教育アライアンス


社員
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令和５事業年度


決　算　報　告　書


第２０期(令和５年４月１日～令和６年３月３１日）


大学共同利用機関法人人間文化研究機構







大学共同利用機関法人人間文化研究機構


（単位：百万円）


区 分 予算額 決算額
差　　額


（決算－予算）
備 考


収　入


運営費交付金 11,633 11,689 55 （注１）


施設整備費補助金 150 299 148 （注２）


補助金等収入 4 14 9 （注３）


大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 24 24 -


自己収入 164 211 46


雑収入 164 211 46 （注４）


産学連携等研究収入及び寄附金収入等 447 466 19 （注５）


目的積立金取崩 96 98 1 （注６）


引当特定資産取崩 - 103 103 （注７）


計 12,521 12,907 386


支　出


業務費 12,061 11,590 △ 471


教育研究経費 12,061 11,590 △ 471 （注８）


施設整備費 174 323 148 （注９）


補助金等 4 14 9 （注10）


産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 280 318 38 （注11）


計 12,521 12,246 △ 274


収　入－支　出 - 660 660


○予算と決算の差異について


（注１）運営費交付金については、追加配分の発生により、予算額に比して決算額が５５百万円多額と


　　　　なっております。


（注２）施設整備費補助金については、事業計画の変更等により、予算額に比して決算額が１４８百万円


　　　　多額となっております。


（注３）補助金等収入については、補助金収入が予定よりも多かったこと等により、予算額に比して決算


　　　　額が９百万円多額となっております。


（注４）雑収入については、入場料収入の増加等により、予算額に比して決算額が４６百万円多額となって


　　　　おります。


（注５）産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、受託研究収入の増加等により、予算額に比して


　　　　決算額が１９百万円多額となっております。


（注６）目的積立金取崩については、予算額に比して決算額が１百万円多額となっております。


（注７）引当特定資産取崩については、事業計画の変更等により、予算額に比して決算額が１０３百万円


　　　　多額となっております。


（注８）教育研究経費については、事業計画の効率化や経費の節減等により、予算額に比して決算額が


　　　　４７１百万円少額となっております。


（注９）施設整備費については、（注２）で示した理由等により、予算額に比して決算額が１４８百万円


　　　　多額となっております。


（注１０）補助金等については、（注３）で示した理由等により、予算額に比して決算額が９百万円多額


　　　　となっております。


（注１１）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、受託研究収入の増加に応じた執行額の増加


　　　　等により、予算額に比して決算額が３８百万円多額となっております。


令和５年度　決算報告書





		表紙【百万円】

		決算書【百万円】






 


 


 


 


令和５事業年度  


 


 


 


 


事  業 報  告 書  


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


自：令和 ５年４月 １日 


 


至：令和 ６年３月３１日  


 


 


大学共同利用機関法人人間文化研究機構


 







1 


 


大学共同利用機関法人人間文化研究機構事業報告書  


 


Ⅰ 法人の長によるメッセージ  


①機構長によるメッセージ  


人間文化研究機構は、人間の文化や社会を研究する６つの大学共同利用機関からなる


法人です。構成機関である国立歴史民俗博物館、国文学研究資料館、国立国語研究所、


国際日本文化研究センター、総合地球環境学研究所、国立民族学博物館は、それぞれの


研究分野における国際的な中核研究拠点として、国内外の大学等研究機関、研究者と連


携して基盤的研究及び学際的研究の推進を目的として、研究資源の構築、実証的研究、


理論的研究を進めるとともに、自然科学との連携も含めた新しい研究領域の創成に取り


組んでいます。  


人間の文化や社会は時代、場所、環境など様々な要因によりその内容は多様です。ま


た同時に、各地の文化や社会は普遍性をもっています。このような多様性や普遍性は、


人類が生み出してきた資産であり、そこには人間の英知が凝縮されています。そこから


人間の文化・社会の全体を探るために、人間文化研究機構では膨大な資料を蓄積してき


ました。  


個別の大学では維持が困難な大規模な施設設備や膨大な資料・情報などを国内外の大


学や研究機関などの研究者に提供し、それを通じて効果的な共同研究を実施することが


大学共同利用機関の使命です。人間文化研究機構は、各機関が所蔵するこれらの膨大な


資料の公開やそれを活用した共同研究を通じて、人間文化に対するより広く深い理解を


達成し、さらにそれを研究者コミュニティだけでなく、社会に還元することにより、人


間文化とは何か、自然と人間の調和とは何か、科学技術と人間性とが共存する未来社会


はどのようなものかを問い続けます。  


 


②令和５年度の事業概要 


法人第４期（2022-2027 年度）の２年目にあたる令和５年度は、機構に属する６つの


大学共同利用機関において、それぞれの設置目的に沿った特色ある研究や社会連携活動


を展開した。機構本部では、第３期から継続して行ってきた機構内の機関を結ぶ共同研


究や機構外の機関とのネットワークを通じた共同研究を推進するとともに、第４期から


新たに開始した社会との共創を促進する事業を引き続き推進した。また、第４期の基本


方針の中心となるデジタル・ヒューマニティーズ（ DH）を推進する体制構築を行った。


さらに、各プロジェクトにおける若手研究者雇用を進めた。  


 


③法人をめぐる経営環境 


本年度も引き続き、ウクライナ情勢などによる光熱水料や建築資材及び円安による海


外旅費等の高騰の影響を受けた。  


 


④重要な業務運営上の出来事  


・人間文化研究創発センターにデジタル・ヒューマニティーズ（ DH）推進室を設置し、
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DH 推進体制を構築した。  


・「人間文化研究創発センタープロジェクト研究アドバイザリーボード」を設置し、


研究活動に関する助言や点検を開始した。  


 


 


Ⅱ 基本情報  


１．国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等  


令和４年度４月に木部機構長が就任し、第４期中期計画期間の基本方針として、大学


共同利用機関としての機能を強化するため、機構本部がハブとなって６つの大学共同利


用機関が保有する膨大なデータを整備・活用する体制を整え、人文機構が一体となって


デジタル・ヒューマニティーズを推進することを表明した。その実現に向けて、機構本


部と各機関、及び機関間の円滑なコミュニケーションに基づく迅速な組織運営、目的を


明確に意識した合理的な自己点検・評価体制の構築、人文学を代表する研究機構として、


人文系の研究に関する理解の深化と普及を推進することとした。  


上記の理念及び経営方針に基づき、人文機構を構成する６つの大学共同利用機関は、


それぞれの研究分野における国際的な中核研究拠点として、国内外の大学等研究機関、


研究者と連携して基盤的研究を深めるとともに、研究分野の枠を超えた学際的研究を実


施する。また、機構本部は、これら６機関の活動を支えるとともに、機関間及び機構の


諸機関と機構外の機関をつなぎ、分野や組織を超えた新たな研究と研究資源の構築を促


進する。  


使命の実現に向け、法人第４期（ 2022-2027 年度）においては、人間文化の多様性と社


会の動態を踏まえて社会の様々な課題を追究し、その解決を志向するとともに、人と自


然が調和し、科学技術と人間性とが共存する未来社会を形成するための指針となる新し


い価値観や人文知を提示することを目指している。  


その達成のために、社会に開かれた新たな知の形成を目指して、機構本部に人間文化


研究創発センターを設置し、国内外の様々な人々との共創による開かれた人間文化研究


という理念のもと、デジタル技術を用いた研究基盤を構築する。また、その基盤を活用


した共同研究を推進し、さらに社会の様々な人々との交流と協働の場としての「知のフ


ォーラム」の形成、国際的なネットワーク形成に取り組む。  


 


（ 参 考 ） 第 ４ 期 中 期 目 標  


https://www.nihu.jp/sites/default/files/opendoor/cm4_1.pdf 


（ 参 考 ） 第 ４ 期 中 期 計 画  


 https://www.nihu.jp/sites/default/files/opendoor/ck4_1.pdf 
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２．沿革  


昭和 47 年 5 月 1 日  


昭和 49 年 6 月 7 日    


昭和 56 年 4 月 14 日     


昭和 62 年 5 月 21 日      


平成元年  6 月 28 日  


    


平成 13 年 4 月 1 日     


平成 16 年 4 月 1 日  


   


平成 18 年 2 月 1 日   


平成 18 年 4 月 1 日     


平成 20 年 3 月 1 日   


平成 21 年 10 月 1 日    


平成 28 年 4 月 1 日  


 


令和 4 年 4 月 1 日  


国立大学共同利用機関国文学研究資料館が創設された。   


同 国立民族学博物館が創設された。   


同 国立歴史民俗博物館が創設された。   


同 国際日本文化研究センターが創設された。   


国立学校設置法の一部が改正され、国立大学共同利用機関は、             


大学共同利用機関と改称された。   


大学共同利用機関総合地球環境学研究所が創設された。   


上記の５つの大学共同利用機関を構成機関とする大学共同利用            


機関法人人間文化研究機構が発足した。  


総合地球環境学研究所が京都市北区上賀茂に移転した。   


機構本部に地域研究推進センターを設置した。   


国文学研究資料館が立川市緑町に移転した。  


国立国語研究所が設置された。  


機構本部に総合人間文化研究推進センター、総合情報発信セン            


ターを設置した。 


機構本部に人間文化研究創発センターを設置した。  


 


３．設立に係る根拠法  


国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 


 


４．主務大臣（主務省所管局課）  


 文部科学大臣（文部科学省研究振興局大学研究基盤整備課）  
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５．組織図  


 


 


６．所在地  


人間文化研究機構    東京都港区  


 国立歴史民俗博物館    千葉県佐倉市  


 国文学研究資料館    東京都立川市  


 国立国語研究所    東京都立川市  


  国際日本文化研究センター   京都府京都市  


 総合地球環境学研究所  京都府京都市  


 国立民族学博物館    大阪府吹田市  


 


７．資本金の額 


  ３２,５０２,５３０,５３８円（全額  政府出資）  


  


経 営 協 議 会


教育研究評議会


機構長選考


・監察会議


機　構　長


（ 役 員 会 ）


監　　事


監　査　室


機 構 長 室


情報基盤室


人間文化研究


創発センター


事　務　局


外部評価委員会


機 構 会 議


国立民族学


博物館


運営会議 運営会議 運営会議 運営会議 運営会議 運営会議


国立歴史民俗


博物館


国文学研究


資料館


国立国語


研究所


国際日本文化


研究センター


総合地球


環境学研究所
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８．学生の状況  


機構と総合研究大学院大学との協定に基づき、同大学院博士課程教育を各機関の基盤的


研究と一体的に協力・実施した。令和５年５月１日現在の在学生数は次のとおり。  


 


基盤機関  文化科学研究科  
（～令和４年度）  


先端学術院  
（令和５年度～）  


学生数  


国立民族学博物館  
地域文化学専攻  


人類文化研究コース  25 
比較文化学専攻  


国際日本文化研究センター  国際日本研究専攻  国際日本研究コース  15 
国立歴史民俗博物館  日本歴史研究専攻  日本歴史研究コース  12 
国文学研究資料館  日本文学研究専攻  日本文学研究コース  7 
国立国語研究所    日本語言語科学コース  4 
総合地球環境学研究所    総合地球環境学コース  0 


計  63 
 


 


９．教職員の状況  


教員 ４８８人（うち常勤２３４人、非常勤２５４人） 


職員 ７２７人（うち常勤２７３人、非常勤４５４人） 


 


（常勤教職員の状況）  


 常勤教職員は前年度比で２７人（５．６３％）増加しており、平均年齢は４６歳１０


か月（前年度４７歳４か月）となっている。このうち、国からの出向者は１２人、地方


公共団体からの出向者は２人である。  


 また、女性活躍推進法に基づく行動計画（第二期）を策定しており、【目標１  常勤


教職員における女性の割合を研究系３０％以上、事務系４０％以上に増加させる。また、


女性管理職の割合を、行動計画期間をとおして１０％以上で維持する。】及び【目標２  


男性教職員の育児休業率１０％以上を目指す。】と２つの目標を設定して、女性教職員


がより活躍できる雇用環境の整備に取り組んでいる。  
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１０．ガバナンスの状況 


（１）ガバナンスの体制 


当法人では、中期計画の策定、予算の適正配分等、経営・教育研究の評価活動や機構


長の候補選考等を審議するため、役員会、外部有識者の参画する経営協議会、教育研究


評議会及び機構長選考・監察会議が組織規程に基づいて置かれている。  


さらに、監事及び内部監査の監査結果に応じて速やかに是正又は改善の措置を講じるな


どの体制により、法令に適合した法人運営及び業務の適正を確保している。  


 


（２）法人の意思決定体制  


当法人における意思決定は、役員会において、大学共同利用機関法人の重要事項につ


いて十分な検討・討議を行うことで、機構長の意思決定を支え、法人の適正な経営を確


保する体制を整備している。加えて、自主的・自律的・戦略的な経営を行うため、経営


協議会、教育研究評議会における審議を充実させるとともに、機構長選考・監察会議に


おける機構長の選考及び厳格な評価等を通じ、各組織の責務の明確化、体制の整備・強


化等の適切な法人経営を支える体制を整備している。  


【参考】https://www.nihu.jp/ja/about/organization 
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１１．役員等の状況 


（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴  


役職 氏名 任期 


（就任年月日）  


経歴 


機構長 木部 暢子  令和 4 年 4 月 1 日～ 


令和 8 年 3 月 31 日 


（令和 4 年 4 月 1 日） 


昭和 55 年 4 月 


純真女子短期大学 助手 


昭和 56 年 4 月 


純真女子短期大学 講師 


昭和 60 年 4 月 


福岡女学院短期大学 講師 


昭和 63 年 4 月 


鹿児島大学法文学部 助教授 


平成 11 年 4 月 


鹿児島大学法文学部 教授 


平成 16 年 4 月 


鹿児島大学法文学部  副学部長


（兼務）（平成 18 年 3 月まで） 


平成 18 年 4 月 


鹿 児 島 大 学 法 文 学 部  学 部 長


（兼務）（平成 22 年 3 月まで） 


平成 22 年 4 月 


人間文化研究機構国立国語研


究 所 時 空 間 変 異 研 究 系  教 授


（平成 28 年 3 月まで） 


平成 22 年 4 月 


人間文化研究機構国立国語研


究所副所長（兼務）（令和 3 年


3 月まで）  


平成 22 年 4 月 


人間文化研究機構国立国語研


究所時空間変異研究系長（兼


務）（平成 28 年 3 月まで）  


平成 28 年 4 月 


人間文化研究機構国立国語研


究 所 言 語 変 異 研 究 領 域  教 授


（令和 3 年 3 月まで）  


平成 28 年 4 月 


人間文化研究機構国立国語研


究所言語変異研究領域代表（兼
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務）（令和 3 年 3 月まで） 


令和 3 年 4 月  


人間文化研究機構国立国語研


究所 名誉教授・特任教授  


（令和 4 年 3 月まで）  


理事 


（ 総 務 、 財


務 、 広 報 担


当） 


宮崎 恒二  令和 4 年 4 月 1 日～ 


令和 6 年 3 月 31 日 


（令和 4 年 4 月 1 日） 


昭和 59 年 4 月 


東京外国語大学アジア・アフリ


カ言語文化研究所 助手 


平成元年 7 月  


東京外国語大学アジア・アフリ


カ言語文化研究所 助教授 


平成 8 年 4 月  


東京外国語大学アジア・アフリ


カ言語文化研究所  教授（平成


28 年 3 月まで）  


平成 13 年 4 月 


東京外国語大学アジア・アフリ


カ言語文化研究所長（併任）（平


成 17 年 3 月まで）  


平成 17 年 9 月 


東京外国語大学理事（平成 27 年


3 月まで）  


平成 27 年 4 月 


東京外国語大学副学長（平成 28


年 3 月まで）  


平成 27 年 4 月 


東京外国語大学付属図書館長


（兼務）（平成 28 年 3 月まで） 


平成 28 年 4 月 


東京外国語大学特任教授  


（平成 29 年 3 月まで） 


理事 


（ 研 究 、 評


価 、 教 育 担


当） 


栗本 英世  令和 4 年 4 月 1 日～ 


令和 6 年 3 月 31 日 


（令和 4 年 4 月 1 日） 


昭和 62 年 4 月 


東京外国語大学アジア・アフリ


カ言語文化研究所 助手 


平成 4 年 4 月  


国立民族学博物館第三研究部  


助手 


平成 5 年 4 月  


国立民族学博物館第三研究部  
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助教授 


平成 5 年 4 月  


総合研究大学院大学文化科学


研究科 助教授（併任）（平成 12


年 3 月まで）  


平成 12 年 4 月 


大阪大学大学院人間科学研究


科 助教授  


平成 13 年 4 月 


京都大学大学院アジア・アフリ


カ地域研究科  助教授（併任）


（平成 15 年 3 月まで） 


平成 15 年 4 月 


大阪大学大学院人間科学研究


科 教授（令和 4 年 3 月まで）  


平成 15 年 4 月 


国立民族学博物館地域研究企


画交流センター  教授（併任）


（平成 16 年 3 月まで） 


平成 19 年 8 月 


大 阪 大 学 グ ロ ー バ ル コ ラ ボ


レーションセンター長  


（平成 23 年 8 月まで） 


平成 28 年 4 月 


大阪大学大学院人間科学研究


科長（平成 30 年 3 月まで）  


大阪大学人間科学部長（平成 30


年 3 月まで）  


平成 30 年 4 月 


大阪大学副学長（令和 3 年 3 月


まで） 


理事 


（情報、デジ


タル・ヒュー


マ ニ テ ィ ー


ズ担当）  


堀 浩一  


 


令和 4 年 4 月 1 日～ 


令和 6 年 3 月 31 日 


（令和 4 年 4 月 1 日） 


昭和 59 年 4 月 


国文学研究資料館研究情報部  


助手 


昭和 61 年 6 月 


国文学研究資料館研究情報部  


助教授 


昭和 63 年 4 月 


東京大学先端科学技術研究セ
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ンター 助教授  


昭和 63 年 4 月 


国文学研究資料館研究情報部  


助教授（併任）（平成元年 3 月


まで） 


平成 4 年 4 月  


東京大学工学部 助教授 


平成 7 年 4 月  


東京大学大学院工学系研究科  


助教授 


平成 9 年 12 月 


東京大学大学院工学系研究科  


教授 


平成 18 年 11 月 


東京大学先端科学技術研究セ


ンター 教授（兼務）  


（平成 24 年 3 月まで） 


平成 24 年 4 月 


東京大学大学院工学系研究科


航空宇宙工学専攻航空宇宙工


学講座知能システム領域  教授


（令和 4 年 3 月まで）  


平成 30 年 10 月 


東京大学次世代知能科学研究


センター 教授（兼務） 


（令和 4 年 3 月まで）  


理事 


（社会連携、


国 際 交 流 担


当）(非常勤） 


若尾 政希  令和 4 年 4 月 1 日～ 


令和 6 年 3 月 31 日 


（令和 4 年 4 月 1 日） 


昭和 63 年 4 月 


東北大学文学部附属日本文化


研究施設 助手（平成 5 年 3 月


まで） 


平成 6 年 4 月  


富山大学人文学部 助教授 


同 教育学部  講師（併任）  


（平成 7 年 3 月まで）  


平成 10 年 10 月 


一橋大学社会学部 助教授 


平成 10 年 12 月 


富山大学人文学部 講師（併任）


（平成 11 年 3 月まで） 
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平成 12 年 4 月 


一橋大学大学院社会学研究科  


助教授 


一橋大学社会学部 助教授 


（併任）  


平成 18 年 4 月 


一橋大学大学院社会学研究科  


教授（現任）  


監事 


(非常勤）  


小泉 潤二  令和 2 年 9 月 1 日～ 


令和 6 年 8 月 31 日 


（平成 28 年 4 月 1 日） 


昭和 57 年 6 月 


愛知県立大学文学部  


平成 8 年 4 月  


大阪大学人間科学部教授  


平成 12 年 4 月 


大阪大学大学院人間科学研究


科教授 


（平成 25 年 3 月まで） 


平成 16 年 5 月 


大阪大学大学院人間科学研究


科長、人間科学部長  


（平成 18 年 4 月まで） 


平成 18 年 4 月 


大阪大学総長補佐  


（平成 19 年 8 月まで） 


平成 19 年 4 月 


大 阪 大 学 グ ロ ー バ ル コ ラ ボ


レーションセンター長  


（平成 19 年 8 月まで） 


平成 19 年 8 月 


大阪大学理事・副学長  


（教育・情報担当）  


同 附属図書館長  


（平成 23 年 8 月まで） 


平成 23 年 8 月 


大阪大学大学院人間科学研究


科教授 


（平成 25 年 3 月まで） 


平成 25 年 4 月 


大阪大学名誉教授  


監事 井上 東  令和 5 年 9 月 1 日 平成 2 年 10 月 
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(非常勤）  ～令和 6 年 8 月 31 日 


（令和 5 年 9 月 1 日） 


監査法人朝日新和会計社  


（現有限責任あずさ監査法人） 


平 成 6 年 8 月  


公 認 会 計 士 登 録  


平成 18 年 5 月 


あずさ監査法人  


（現有限責任あずさ監査法人） 


代表社員  


平成 22 年 7 月 


日本公認会計士協会 常務理事  


令和 3 年 7 月  


井上東公認会計士事務所  代表 


（現任）  


（株）NHK プロモーション  


監査役（非常勤）（現任）  


令和 4 年 6 月  


第一法規（株）社外取締役  


（現任）  


令和 5 年 3 月  


（株）アウトソーシング   


社外取締役（現任）  


令和 5 年 6 月  


（株）NHK メディアホールディ


ングス 監査役（非常勤）（現任） 


 


（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬  


会計監査人は有限責任  あずさ監査法人であり、当事業年度の当法人の監査証明業務に


基づく報酬の額は、12 百万円です。なお、非監査業務に基づく報酬の額はありません。 
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Ⅲ 財務諸表の概要  


（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。また、記載金額


は百万円未満を切り捨てして表示しているため、計は必ずしも一致しません。）  


 


１ ．国立大学法人等の長による財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の分析 


（１）貸借対照表（財政状態）（https://www.nihu.jp/ja/opendoor/h-zaimu）    


 


① 貸借対照表の要約の経年比較（５年）             （単位：百万円）  


区分 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 


資産合計  83,475 85,368 84,693 83,212 83,158 


負債合計  23,518 25,321 25,185 3,424 3,593 


純資産合計  59,956 60,046 59,508 79,788 79,564 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                （単位：百万円）  


資産の部  金額  負債の部  金額  


固定資産  79,652 固定負債  471 


  有形固定資産  78,993   長期繰延補助金等  257 


   土地  18,713   退職給付引当金  0 


   建物  36,576   資産除去債務  39 


    減価償却累計額  △ 22,012   その他の固定負債  173 


   構築物  1,520        


    減価償却累計額  △ 1,180 流動負債  3,122 


   工具器具備品  6,773   未払金  1,646 


    減価償却累計額  △ 5,114   その他の流動負債  1,475 


   図書  19,340     
   美術品・収蔵品  24,373 


負債合計  3,593 
   車両運搬具  9 


    減価償却累計額  △ 9 
純資産の部  金額  


   その他の有形固定資産  3 


 その他の固定資産  658 資本金   32,502 


   無形固定資産  47   政府出資金  32,502 


  投資その他の資産  610    


流動資産  3,506 資本剰余金  24,761 


  現金及び預金  3,195 利益剰余金  22,300 


  その他の流動資産  310 
純資産合計  79,564 


       


資産合計  83,158 負債純資産合計  83,158 


 


（資産合計）  


令 和 ５ 年 度 末 現 在 の 資 産 合 計 は 前 年 度 比 54 百 万 円 （ 0.07％ ） （ 以 下 、


特 に 断 ら な い 限 り 前 年 度 比 ・ 合 計 ） 減 の 83,158 百 万 円 と な っ て い る 。  


主 な 増 加 要 因 と し て は 、建 物 が 、647 百 万 円（ 1.80％ ）増 の 36,576 百 万


円 と な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  


ま た 、主 な 減 少 要 因 と し て は 、建 物 減 価 償 却 累 計 額 等 が 、減 価 償 却 等 に


よ り △ 1,108 百 万 円（ 5.30％ ）増 の △ 22,012 百 万 円 と な っ た こ と が 挙 げ ら


れ る 。  
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（ 負 債 合 計 ）  


令 和 ５ 年 度 末 現 在 の 負 債 合 計 は 169 百 万 円（ 4.95％ ）増 の 3,593 百 万 円


と な っ て い る 。  


主 な 増 加 要 因 と し て は 、 運 営 費 交 付 金 債 務 が 、 255 百 万 円 （ 274.92％ ）


増 の 348 百 万 円 と な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  


ま た 、 主 な 減 少 要 因 と し て は 、 預 り 施 設 費 が 、 156 百 万 円 （ 100.00％ ）


減 と な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  


 


（ 純 資 産 合 計 ）  


令 和 ５ 年 度 末 現 在 の 純 資 産 合 計 は 223 百 万 円 （ 0.28％ ） 減 の 79,564 百


万 円 と な っ て い る 。  


主 な 増 加 要 因 と し て は 、資 本 剰 余 金 が 、598 百 万 円（ 1.28％ ）増 の 47,183


百 万 円 と な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  


ま た 、 主 な 減 少 要 因 と し て は 、 減 価 償 却 相 当 累 計 額 が 、 △ 1,061 百 万 円


（ 5.13％ ） 増 の △ 21,728 百 万 円 と な っ た こ と が 挙 げ ら れ る 。  


 


 


（２）損益計算書（運営状況）（https://www.nihu.jp/ja/opendoor/h-zaimu）      


 


① 損益計算書の要約の経年比較（５年）             （単位：百万円）  


区分 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 


経常費用  11,895 11,477 12,163 11,652 11,831 


経常収益  12,084 11,687 12,296 11,999 12,178 


当期総損益  188 210 373 21,389 339 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                （単位：百万円）  


  金額  


経常費用（ A）  11,831 


  業務費  10,752 
   大学院教育経費  56 
   研究経費  265 
   共同利用・共同研究経費  3,188 
   教育研究支援経費  726 
   人件費  6,412 
   その他  103 
  一般管理費  1,075 
  財務費用  3 


経常収益（ B）  12,178 


  運営費交付金収益  11,409 
  その他の収益  769 


臨時損益（ C）  △ 8 


前中期目標期間繰延積立金取崩額（ D）  1 


当期総利益（ B-A+C+D) 339 
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（経常費用）  


令和５年度の経常費用は 178 百万円（1.53％）増の 11,831 百万円となっている。 


主な増加要因としては、教員人件費が、 247 百万円（8.08％）増の 3,306 百万円


となったことが挙げられる。  


また、主な減少要因としては、共同利用・共同研究経費が 79 百万円（2.43％）減


の 3,188 百万円となったことが挙げられる。  


 


（経常収益）  


令和５年度の経常収益は 179 百万円（1.49％）増の 12,178 百万円となっている。 


主な増加要因としては、運営費交付金収益が 206 百万円（1.84％）増の 11,409 百


万円となったこと、入場料収入が 22 百万円（25.63％）増の 108 百万円となったこ


とが挙げられる。  


また、主な減少要因としては、補助金等収益が、92 百万円（ 59.25％）減の 63 百


万円となったことが挙げられる。  


 


（当期総損益）  


上記経常損益の状況に伴い、令和５年度の当期総利益は 21,049 百万円（98.41％）


減の 339 百万円となっている。  


 


（３）キャッシュ・フロー計算書（キャッシュ・フローの状況）（https://www.nihu.jp/ja/opendoor/h-zaimu）  


 


① キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（５年）      （単位：百万円）  


 区分 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 


業務活動によるキャッシュ・フロー 1,156 1,584 1,264 659 1,199 


投資活動によるキャッシュ・フロー △ 208 △ 1,660 △ 362 △ 1,748 △ 1,271 


財務活動によるキャッシュ・フロー △ 213 △ 162 △ 136 △ 123 △ 124 


資金期末残高  2,078 1,839 2,604 1,391 1,195 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                （単位：百万円）  


  金額  


Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（ A）  1,199 


  原材料・商品又はサービスの購入による支出  △ 3,712 


  人件費支出  △ 6,374 


  その他の業務支出  △ 982 


  運営費交付金収入  11,689 


  その他の業務収入  581 


Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（ B）  △ 1,271  


Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（ C）  △ 124 


Ⅳ資金に係る換算差額（ D）  - 


Ⅴ資金増加額（ E=A+B+C+D）  △ 196 
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Ⅵ資金期首残高（ F）  1,391 


Ⅶ資金期末残高（ G=E+F）  1,195 


 


（業務活動によるキャッシュ・フロー）  


令和５年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 540 百万円（82.02％）イン・


フロー増の 1,199 百万円となっている。  


イン・フローの主な増加要因としては、運営費交付金収入が、367 百万円（3.24％）


増の 11,689 百万円となったことが挙げられる。また、主な減少要因としては、補助


金等による収入が、206 百万円（93.31％）減の 14 百万円となったことが挙げられ


る。 


 


（投資活動によるキャッシュ・フロー）  


令和５年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 477 百万円（27.28％）アウ


ト・フロー減の△1,271 百万円となっている。 


アウト・フローの主な増加要因としては、有価証券の償還による収入が、 499 百


万円（96.15％）減の 20 百万円となったことが挙げられる。また、主な減少要因と


しては、定期預金の払戻による収入が、700 百万円（70.00％）増の 1,700 百万円と


なったことが挙げられる。  


 


（財務活動によるキャッシュ・フロー）  


令和５年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 1 百万円（ 0.88％）アウト・


フロー増の△124 百万円となっている。アウト・フローの主な増加要因としては、


リース債務の返済による支出が、1 百万円（1.38％）増の△121 百万円となったこと


が挙げられる。  
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（４）主なセグメントの状況  


①国立歴史民俗博物館セグメント  


国立歴史民俗博物館セグメントは、日本の歴史と文化に関する研究を推進するために


設置された博物館機能を有する大学共同利用機関である。日本の歴史・文化の分野にお


ける基幹研究の推進：日本の歴史文化に関する「資源」「研究」「展示」の３つの機能


を有機的に連携させる「博物館型研究統合」の理念のもと、歴史文化研究に基づくオー


プンな日本の歴史資料基盤構築に関する研究を実施し、歴史、考古、民俗、自然科学な


どに基づく資料データの横断的な統合をより促進させ、研究資源を一体的に公開・共有


し、広くオープンサイエンスに寄与している。また、学術的かつ社会的な要請を踏まえ


た共同研究を公募とし、国内外の大学等研究機関と連携しながら実施することにより、


日本における歴史文化研究の拠点性を高めるとともに、開かれた人間文化研究を推進し


ている。  


令和５年度においては、機構の基幹研究プロジェクトとして、機関拠点型「日本歴史


文化知の構築と歴史文化オープンサイエンス研究」や広領域連携型（３件）・ネットワー


ク型（１件）の他、共創先導プロジェクト（１件）の研究プロジェクトを実施するとと


もに、歴博の共同研究として、基幹研究（５件）、基盤研究（７件）、共同利用型共同


研究（６件）を実施した。  


展示による研究成果の公開については、企画展示「いにしえが、好きっ！－近世好古


図録の文化誌－」（総入場者数 29,036 名）、「陰陽師とは何者か－うらない、まじない、


こよみをつくる－」（総入場者数 38,215 名）を開催した。いにしえ展においては、展示


に関連する一般向けの講演会やフォーラムの実施にくわえ、展示を利用した研究会も開


催した。陰陽師展においては、研究成果について関連学会をはじめ人文学全体に持続的


に発信するため、図録を外部出版とすることを歴博としては初めて試み、一般書として


の販売を可能にした。その他、特集展示やくらしの植物苑特別企画を開催し、共同研究


及び収集資料の調査・研究等の成果を広く公開した。  
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②国文学研究資料館セグメント  


 国文学研究資料館セグメントは、国文学に関する文献その他の資料の調査研究、収集、


整理及び保存を目的として設置された大学共同利用機関である。国内各地の日本文学と


その関連資料を大規模に集積し、日本文学をはじめとする様々な分野の研究者の利用に


供するとともに、それらに基づく先進的な共同研究を推進する日本文学の総合研究機関


であり、国内外の研究機関・研究者と連携して、日本の古典籍を豊かな知的資源として


活用する分野を横断した研究の創出に取り組んでいる。  


 令和５年度の主な事業の実施状況は以下のとおりである。  


 日本語の歴史的典籍の国際共同研究ネットワーク構築計


画については、国際共同研究２件、異分野融合共同研究７


件、研究開発系共同研究９件の研究を推進するとともに、


データベースにおいて 43,664 点の画像データ作成、令和４ 


年度作成画像 38,570 点の公開、第９回日本語の歴史的典籍


国際研究集会の開催、ニューズレター「ふみ」（第 20 号、


特別号）及びブックレット（２冊）の刊行などを実施した。


また、古典籍データ駆動研究センターに教授（兼務）１名、


特任准教授１名を配置して組織体制を拡充した。主な実績


は、元暦校本万葉集及び廣瀬本万葉集の一部の TEI データ


の作成、古典籍テキストデータマイニングツールの開発、


国際学会である JADH(Japanese Association for Digital 


Humanities)のホスト開催、シンポジウム「草双紙研究の近


未来」（実践女子大学との共催）の開催、漉き返し紙再現実


験の中高生向けワークショップ（実践女子学園中学校高等学校・実践女子大学と共催）


の開催、古典籍 OCR 用ソフトウェアを用いたテキストデータ作成の試行などとなってい


る。 


さらに京都市歴史資料館・宇和島伊達文化保存会・祐徳稲荷神社をはじめとする古典


籍所蔵機関の資料について、調査及び画像データの収集、公開を行った。  


通常展示「和書のさまざま」及び「書物で見る  日本古典文学史」を開催し、（開室 111


日間）1,089 人が観覧した。また、通常展示の電子展示室は通年開催し、それぞれ 3,602


回と 4,111 回のアクセス数があった。  


研究の基盤となる日本文学及びその関連資料に関する基礎研究を進展させる基幹研究


は３件を実施し、日本文学研究を推進させる課題に取り組む特定研究は 13 件（公募６


件、非公募７件）を実施した。全国にわたる当館の調査収集先から選定を行い、各地域


の研究者と連携して、令和４年度から開始した５つの共同研究（地域資料）において、


研究の成果に基づき、セミナーを各地の会場で行い、延べ 288 名の参加者があった。ま


た正宗文庫の研究では『正宗敦夫と正宗文庫展』を岡山県立博物館、一般財団法人正宗


文庫、就実大学人文科学部と共催で開催し、９月９日から 10 月 15 日の間で延べ 2,021


名が来場した。  
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③国立国語研究所セグメント  


 国立国語研究所セグメントは、国語及び国民の言語生活並びに外国人に対する日本語


教育に関する科学的な調査研究並びにこれらに基づく資料の作成及びその公表を目的と


して設置された大学共同利用機関である。日本語学・言語学・日本語教育研究の中核的


拠点として、国内外の研究機関・研究者との大規模な理論的・実証


的共同研究を展開することによって日本語の全体像を総合的に解


明している。  


令和５年度は、機関拠点型基幹研究プロジェクト全体の６年間の


２年目にあたり、コーパス構築に関わる５つのプロジェクトが連携


して NINJAL シンポジウム「コーパス利用のべし・べからず」を令


和５年 11 月５日に開催し、国語研を代表する８つのコーパスを正


しく使う方法を具体的に紹介するなど、コーパスの適切な利用法の


普及につとめた。シンポジウムの発表動画については、国語研公式


YouTube にて公開した。 


また、国際シンポジウムの成果等を英語で発信するため、ドイツの De Gruyter 


Mouton 社から、Mouton-NINJAL Library of Linguistics


（https://www.degruyter.com/serial/mnll-b/html）シリーズ３冊、ハワイ大学マノア


校の協力を得て、オランダの Brill 社から Endangered and Lesser-Studied Languages 


and Dialects（https://brill.com/display/serial/ELSL?rskey=wS8e2e&result=1）シ


リーズ１冊をオンラインのフリーアクセスで刊行するなど、国際的な展開を拡張した。  


 


  



https://brill.com/display/serial/ELSL?rskey=wS8e2e&result=1
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④国際日本文化研究センターセグメント  


 国際日本文化研究センターセグメントは、日本文化に関する国際的・学際的な総合研


究及び世界の日本研究者に対する研究協力・支援を行うことを目的として設置された大


学共同利用機関である。日本文化の独自性の研究のみならず、諸外国との文化比較や文


化交流の視点をも重視し、多様で分野横断的な研究を、国内外から参加するさまざまな


専門領域の共同研究員の参画により展開している。  


 令和５年度においては、特に以下のとおり「国際日本研究」コンソーシアム及び学術


資料のデジタル化・データベース化に係る事業において成果をあげた。  


 


（１）「国際日本研究」コンソーシアム（※）に係る  


事業 


①日文研・コンソーシアムの共同主催による海外  


シンポジウムの開催  


「服飾・装飾から考える東アジアの近代」を開催し、


対面８か国、オンライン 11 か国、延べ 236 名の参加に


よる多角的な研究討論を行った。本シンポジウムは、国


内の日本研究と海外の Japanese Studies を統合・体系


化する足掛かりとなるとともに、京都新聞で報道される


など反響があった。 


 


②コンソーシアムによる国内外の学界における双方向の人材交流・若手育成の取組  


若手研究者を中心に８の海外学会等に 26 名のコンソーシアム国内機関研究者、2 の国


内学会等に 2 名のコンソーシアム海外機関研究者を相互派遣し、若手研究者に発表機会


を与えるとともに論文執筆に繋げた。また、博士後期課程を設置する大学等の機関から、


日文研にて博士後期課程学生を受入れることについて強い要望が多数寄せられたことを


受け、「日文研学術奨励賞」を創設した。本賞は、コンソーシアム海外会員機関及び学


術交流協定校の中から、研究計画や当該分野で評価の高い学術誌への論文発表、国際的


な学術発表等の成果を上げた学生を公募し、選考を経て次世代の日本研究者を育成する


ことを目的として学生を受け入れる制度であり、令和５年度には３名の学生を採択した。 


 


③独立行政法人国際交流基金との連携  


独立行政法人国際交流基金（以下「 JF」という。）と


の連携により、北京大学現代日本研究センターの博士後


期課程学生を対象に、集中講義を行った（延べ 76 名が


受講）。また、JF 及びコンソーシアム海外会員である高


麗大学校との連携により、『日文研大衆文化研究叢書』


（韓国語版）を素材としてソウル市民を対象とした講義


を開催した（ 61 名が受講）。海外の一般市民を対象とし


た講義は日文研でも初めての試みであり、日本研究への


関心を喚起し、日本研究の裾野を拡げる取組であった。


さらに、初学者・学部生向けの教育コンテンツとして日


海 外 シ ンポ ジ ウ ム 「 服 飾 ・ 装 飾か ら 考 え る  


東 ア ジ アの 近 代 」  


韓 国 語 版「 日 文 研 大 衆 文 化 研 究叢 書 」 全 ５ 巻  


（ 寶 庫 社（ 韓 国 ））  
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文研公式 YouTube 上に教員による講義動画シリーズを


公開し、同シリーズは 45 万回以上のアクセス数を記録


した。以上のとおり、国内外の研究者コミュニティ等と


連携しながら、初学者や国内外の一般市民をも対象に教


育活動を拡大した。  


 


 


 


④共同研究  


３つの研究ユニット「自然観と人間観」「文化と権力」「大衆文化研究の展開」によ


る共同研究会を継続するとともに、国際シンポジウム（３件）、研究会横断型ワークシ


ョップ（３件）、共同研究員派遣事業による派遣（４件）等を実施するなど、「国際日


本研究」の新たな課題と方法の開拓を推進した。  
（※）「国際日本研究」コンソーシアム  


｢国際日本研究｣や｢国際日本学｣を掲げた大学の研究所や大学院課程のニーズをくみ上げつつ、連携を進めよ


うとする我が国初の試みである。令和 6 年 3 月 31 日現在、国内正会員 22 機関、国内準会員 1 機関、海外正会


員 40 機関、海外準会員 3 機関が加盟している。  


 


（２）学術資料のデジタル化・データベース化事業  


日本文化研究に関する学術資料のデジタル化・データベース化を継続して実施すると


ともに、画像を公開・共有するための国際的な枠組みの IIIF（トリプルアイエフ）で日


文研所蔵資料の画像データをジャンルにこだわらず閲覧できる「日文研デジタルアーカ


イブ」にて新たに公開した。IIIF で公開することで、高精細画像をスムーズに閲覧する


ことができ、また公開された画像は公開元にかかわらず、ビューワ上で並べて表示させ、


共同利用に供した（昨年度の実績：吉田初三郎式鳥瞰図、絵巻物、風俗図絵の各データ


ベースコンテンツ 1,499 件、画像 8,595 枚）。IIIF で公開したことにより、世界中の人


が簡単に利用できるようになったため、日文研所蔵のデータベースの画像は国内の自治


体や企業、テレビ番組等のみならず、海外の機関や個人にも提供し、活用されている。  


また、「近代日本美術展絵葉書データベース」（令和６年３月時点で絵葉書画像とメタ


データ 3,075 件）を新たに公開した。  


 


 


  


ア ク セ ス数 (視 聴 回 数）： 計 455,489 回  


(令 和 ６ 年 3 月 25 日 時 点 ）  
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⑤総合地球環境学研究所セグメント  


 総合地球環境学研究所セグメントは、地球環境問題の解決を目指し、「人間と自然系


の相互作用環」のあるべき姿を「未来可能性」という視点で総合的に追究する地球環境


学を構築することを目的に設置された大学共同利用機関である。  


令和５年度においては、 プログラム－プロジ


ェクト制のもとで、社会における協働実践を通


じて地球環境問題の具体的な課題に取り組む実


践プログラムにおいて、研究プロジェクトとし


てフルリサーチ（FR）６件、プレリサーチ（ PR）


２件を実施し、新たな実践プログラムとして「土


地利用の根源的な革新による地球環境問題解決


に向けた知の集約（土地利用革新のための知の


集約）」プログラムを開始し、２つのプログラ


ムのもと予備研究（FS）６件を実施した。さら


に、社会との協働による地球環境問題の解決のための横断的な理論・方法論の確立につ


ながる研究を進める戦略プログラムにおいて、 FR１件を実施した。これらの共同研究の


うち、グローバルサプライチェーンを通じた都市、企業、家庭の環境影響評価に関する


研究では、国際的に取引される 48 品目の農畜産物別の生産・消費による生物多様性への


影響を評価し、地図上で可視化することに成功した。その成果は米国科学アカデミー紀


要（PNAS: Proceedings of the National Academy of Sciences、インパクトファクター：


11.1）に掲載された。また、研究プロジェクト終了後３年間を重点的成果発信期間とし、


２件の終了プロジェクト（CP）の成果発信を支援した。  
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⑥国立民族学博物館セグメント  


 国立民族学博物館セグメントは、文化人類学・民族学に関する調査・研究を行うとと


もに、民族資料の収集・整理・公開などの活動をすすめ、世界の諸民族の社会と文化に


関する情報を人々に提供し、諸民族についての認識と理解を深めることを目的に設置さ


れた大学共同利用機関である。  


令和５年度においては、フォーラム型人類文化アーカイブズプロジェクトにおいて、


当初の計画に基づき、適切かつ順調にデジタルアーカイブズ構築のためのデータの精


査、多言語化を進め、当初計画（３件以上）を上回る「東南アジア・オセアニア―海辺


のくらしと物質文化 データベース（標本資料： 2,925 件）」「民博所蔵ミクロネシア


資料データベース（標本資料： 1,918 件）」「「中国地域の文化」展示データベース


（標本資料： 1,159 件）」「朝枝利男コレクションデータベース（標本資料： 3,465


件）」の計４件（標本資料計： 9,467 件）の多言語データベースのオンライン公開を達


成した。  


展示分野では、特別展を３回（「ラテンアメ


リカの民衆芸術」、「交感する神と人―ヒンド


ゥー神像の世界」、「日本の仮面―芸能と祭り


の世界」、入館者の合計 81,593 名（令和６年


３月 31 日現在））、企画展を２回（入館者の


合計 56,112 名（令和６年３月 31 日現在））、


コレクション展示を１回（入館者 10,533 名）、


共催展・巡回展を３回開催したほか、展示と連


動したワークショップ等を実施するなど調


査・研究の成果を相乗的に公開した。  
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⑦本部セグメント  


本部セグメントは、第４期中期目標期間の開始に合わせて「人間文化研究創発セン


ター」（以下「創発センター」という。）を設置し、基盤的・学際的な研究を行う「基


幹研究プロジェクト」及び研究成果の共有化や地域・社会との共創を推進する「共創先


導プロジェクト」（共創促進研究・共創促進事業）を推進している。  


令和５年度においては、創発センターが所掌する各プロジェクトの研究及び運営の在


り方に関し、個々のプロジェクトの学術的・社会的な意義やその展開等についての機構


外研究者による評価が不可欠であることから、機構外研究者 14 名で構成される「人間文


化研究創発センタープロジェクト研究アドバイザリーボード」を設置し、各プロジェク


トへの助言をいただいた。また、 34 名（継続 26 名、新規８名）の創発センター研究員


（特任助教、特任准教授）を雇用し、若手研究者の育成に貢献した。  


「基幹研究プロジェクト」では、国内外の大学等研究機関と協働して異分野連携、学


際的、国際的共同研究を推進するため、「広領域連携型」（３件）、「ネットワーク型」


（２件）を実施し、各種シンポジウムの開催、ブックレット等の刊行によって研究成果


を国内外に発信した。「共創先導プロジェクト」における「共創促進研究」では、コミ


ュニケーション共生、資料のデジタル化、日本関連在外資料をテーマとした５件の共同


研究を実施し、特別展示やデータベースの公開等によって研究成果を国内外に発信した。


さらに、基幹研究プロジェクト等研究連絡会を２回開催し、『研究活動・資源・成果へ


のデジタル活用と今後の課題』というテーマの下、各プロジェクト代表等から、研究内


容、研究成果、研究資料及び研究プロセスのデジタル化に係る取組や課題等について発


表が行われ、プロジェクト間の情報共有を図った。  


「共創促進事業：知の循環促進事業」では、機構に関するプレスリリース（８件）、


ウェブマガジン「 NIHU Magazine」（日本語・英語）（No.083～No.101）の発行などを行っ


た。また、人文機構シンポジウムを１回、民間企業とも連携した「大手町アカデミア」


を２回実施するなど各機関及び創発センターで実施する研究活動を一般に発信した。こ


れらの様子は機構の YouTube チャンネルで公開している。さらに、機構内の全機関が大


学等と連携して、博物館及び展示を活用して人間文化に関する最先端研究を可視化する


「開かれた人間文化研究を目指した社会共創コミュニケーションの構築」や、人間文化


研究の成果をわかりやすく社会に伝える「人文知コミュニケーター」の組織的育成を推


進した。  


「共創促進事業：デジタル・ヒューマニティーズ（ DH）促進事業」では、第４期の重


要課題として DH の推進を掲げ、情報技術を用いて機構の各機関で推進する人間文化研


究をさらに深化させていくとともに、研究資料や研究成果へのオープンアクセスの推進


に取組んでいる。７月に創発センターの下に「 DH 推進室」を新たに設置し、DH 講座（第


２回、第３回、特別編）の YouTube 公開や DH 若手の会の開催、「デジタル・ヒューマニ


ティーズ（DH）研究に関する権利問題ガイド」の公開などを行った。  


「共創促進事業：国際連携促進事業」では、若手研究者海外派遣プログラムを実施し、


９人を海外に派遣した。 
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２．目的積立金の申請状況及び使用内訳等  


当 期 総 利 益 339 百 万 円 の う ち 、 中 期 計 画 の 剰 余 金 の 使 途 に お い て 定 め た 教


育 研 究 、社 会 連 携 、国 際 交 流 及 び 施 設・設 備 の 充 実 や 組 織 運 営 の 改 善 に 充 て る


た め 、 37 百 万 円 を 目 的 積 立 金 と し て 申 請 し て い る 。  


令 和 ５ 年 度 に つ い て は 、 中 期 計 画 の 剰 余 金 の 使 途 に お い て 定 め た 業 務 に 充


て る た め 、 100 百 万 円 に つ い て 取 り 崩 し た 。  


 


３．重要な施設等の整備等の状況  


（１）当事業年度中に完成した主要施設等  


国際日本文化研究センター  （桂坂）ライフライン再生（受変電設備）  


（取得原価 55 百万円） 


 国立歴史民俗博物館   （城内）ライフライン再生（給排水設備）  


（取得原価 124 百万円） 


国立歴史民俗博物館  （城内）ライフライン再生Ⅱ（給排水設備）  


（取得原価 333 百万円） 


 


（２）当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充  


該当ありません。  


 


（３）当事業年度中に処分した主要施設等  


該当ありません。  


 


（４）当事業年度において担保に供した施設等  


該当ありません。  
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４．予算と決算との対比 


以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示して


いるものです。詳細については、各年度の決算報告書を参照願います。  


                                （単位：百万円）           


区分 


 


1年 度  2年度  3年度  4年度  5年度   


予算 決 算  予 算  決算 予 算  決 算  予 算  決 算  予 算  決 算  差額理由 


収入            1 3 , 1 3 6  1 2 , 9 5 1  1 3 , 3 0 6  1 3 , 2 8 1  1 3 , 4 3 3  1 3 , 4 9 3  1 2 , 8 4 6  1 2 , 6 8 7  1 2 , 5 2 1  1 2 , 9 0 7   


 運営費交付金収入 


 補助金等収入 


 その他収入 


11,432 


1,052 


652 


11,470 


661 


820 


11,475 


1,128 


702 


11,677 


1,084 


520 


11,652 


671 


1,109 


11,976 


636 


882 


11,261 


639 


946 


11,322 


414 


952 


11,633 


178 


708 


11,689 


338 


880 


注1 


注2 


注3 


支出            1 3 , 1 3 6  1 2 , 4 2 0  1 3 , 3 0 6  1 2 , 7 2 9  1 3 , 4 3 3  1 3 , 0 8 5  1 2 , 8 4 6  1 2 , 0 3 1  1 2 , 5 2 1  1 2 , 2 4 6   


 教育研究経費 


 その他支出 


11,752 


1,384 


11,642 


778 


11,826 


1,481 


11,468 


1,261 


12,408 


1,025 


12,230 


856 


11，906 


940 


11，352 


679 


12，061 


459 


11，590 


656 


注4 


注5 


収入－支出 -  5 3 1  -  5 5 2  -  4 0 8  -  6 5 6  -  6 6 0   


 


注）１．運営費交付金収入については、追加配分の発生等により、予算額に比して決算額


が 55 百万円多額となっています。 


  ２．補助金等収入については、事業計画の変更等により、予算額に比して決算額が 158


百万円多額となっています。 


  ３．その他収入については、入場料収入の増加等により、予算額に比して決算額が 171


百万円多額となっています。 


   ４．教育研究経費については、事業計画の効率化や経費の節減等により、予算額に比


して決算額が 471 百万円少額となっています。 


  ５．その他支出については、施設整備費補助金に係る事業計画の変更等により、予算


額に比して決算額が 196 百万円多額となっています。 
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Ⅳ 事業に関する説明  


１．財源の状況  


当法人の経常収益は 12,178 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 11,409 百万円


（93.68％（対経常収益比、以下同じ。））、その他 769 百万円（6.32％）となっている。 


 対経常収益比は前年度に比べて 1.49％上昇しているが、これは、補助金等収益が 92 百


万円（ 59.25％）減少した一方、運営費交付金収益は 206 百万円（ 1.84％）増加したこと


により、その割合が上昇したことが主な要因である。  


 


２．事業の状況及び成果 


（１）教育に関する事項 


 機構の重要な事業の一つである教育において、当法人ではこれまで研究環境や研究資


源の特色を活かし、広い視野と高度な専門性を備えた人間文化研究を担う優れた人材を


育成するために、総合研究大学院大学の博士課程教育に協力するとともに、国内外の大


学院生を受け入れて各大学における大学院教育に貢献する取組みや、博物館機能・研究


資源等を活用した大学教育に貢献する取組みを実施している。  


 


①「特別共同利用研究員」制度の実施  


全国の国公私立大学の大学院学生を対象に、当該大学院学生の所属する研究科からの


委託を受けて、機構内の各機関が当該大学院学生を研究者として受入れをおこなってい


る。令和５年度における受入状況は以下のとおり。  


 


機関  歴博  国文研  国語研  日文研  地球研  民博  計  


学生数  4 4 1 7 16 1 33 


 


②総合研究大学院大学への協力  


総合研究大学院大学の基盤機関として、各機関の特色を活かした６つのコース（博士


後期課程）を設置し、高い専門性と広い視野を持った研究者の育成に取り組んでいる。  


従来４機関（歴博、国文研、日文研、民博）による協力を行っていたところ、令和５


年４月からは、国語研の「日本語言語科学コース」及び、地球研の「総合地球環境学コー


ス」を加え、機構内の全６機関により協力する体制を整備した。令和５年度における受


入状況は以下のとおり（再掲）。  


 


基盤機関  文化科学研究科  
（～令和４年度）  


先端学術院  
（令和５年度～）  


学生数  


国立民族学博物館  
地域文化学専攻  


人類文化研究コース  25 
比較文化学専攻  


国際日本文化研究センター  国際日本研究専攻  国際日本研究コース  15 
国立歴史民俗博物館  日本歴史研究専攻  日本歴史研究コース  12 
国文学研究資料館  日本文学研究専攻  日本文学研究コース  7 
国立国語研究所    日本語言語科学コース  4 
総合地球環境学研究所    総合地球環境学コース  0 


計  63 
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③若手研究者海外派遣プログラム  


機構のプロジェクトの推進及び若手研究者の海外における研究の機会（調査研究、国


際研究集会等での発表等）を支援することを目的として、基幹研究プロジェクト・共創


先導プロジェクトに参画する若手研究者を海外の大学等研究機関及び国際研究集会等に


派遣している。  


平成 28 年度～令和５年度までの派遣状況は以下のとおり。  


アジア・大洋州  欧州・中東  米州  


大韓民国  2 イギリス  5 アメリカ  9 


台湾  2 イタリア  2 カナダ  1 


香港  1 オランダ  1   


ブータン  1 ドイツ  1   


パキスタン  1 フランス  1   


インドネシア  1     


小計  8 小計  10 小計  10 


総計  28 
 


 


（２）研究に関する事項 


 機構の重要な事業の一つである研究において、当法人ではこれまで人間文化の多様性


と社会の動態を踏まえて社会の様々な課題を追究し、その解決を志向するとともに、人


と自然が調和し、科学技術と人間性とが共存する未来社会を形成するための指針となる


新しい価値観や人文知を提示することを目標に、機構を構成する６機関はそれぞれの研


究分野における国際的な中核研究拠点として国内外の大学等研究機関、研究者と連携し


て基盤的研究を深めるとともに、研究分野の枠を超えた学際的研究を実施してきた。  


機構本部及び人間文化研究創発センターは、これら６機関の活動を支えるとともに、


機関間及び機構の諸機関と機構外の機関をつなぎ、分野や組織を超えた新たな研究と研


究資源の構築を促進している。  


 


①共同研究の件数および共同研究員数  


機関名  
共同研究  


件数  
総数  


（人）  
国立  
大学  


大学共同  
利用機関  


公立  
大学  


私立  
大学  


公的  
機関  


民間  
機関  


外国  
機関  


その  
他  


本部※  14 611 185 138 23 145 51 7 42 20 


歴博  42 251 70 4 7 67 45 14 26 18 


国文研  37 223 61 11 9 86 19 10 17 10 


国語研  36 751 268 13 28 226 25 21 114 56 


日本研  18 733 179 4 30 297 12 26 109 76 


地球研  20 505 193 6 21 70 39 25 132 19 


民博  58 374 120 12 18 96 37 14 55 22 


I-URIC 1 （※共同研究員数は、それぞれの受入機関に計上）  


機構全体  226 3,448 1,076 188 136 987 228 117 495 221 


※人間文化研究創発センター実施分を含む。  


 


ケ ン ブ リッ ジ 大 学 で の サ マ ー スク ー ル に  


運 営 ス タッ フ と し て 参 加  
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②創発センターにおける基幹研究プロジェクト等の推進  


「機関拠点型基幹研究プロジェクト」  


 人文機構の６機関が、それぞれのミッションを体現する重点的なテーマを掲げ、国内


外の研究機関や研究者と連携し、専門分野の深化を図る挑戦的な研究に取り組んでいる。 


・日本歴史文化知の構築と歴史文化オープンサイエンス研究（歴博）  


・データ駆動による課題解決型人文学の創成（国文研）  


・開かれた言語資源による日本語の実証的・応用的研究（国語研）  


・「国際日本研究」コンソーシアムのグローバルな新展開  


―「国際日本研究」の先導と開拓―（日文研） 


・自然・文化複合による現代文明の再構築と地球環境問題の解決へ向けた実践（地球研） 


・フォーラム型人類文化アーカイブズの構築にもとづく持続発展型人文学研究の推進  


（民博）  


※各プロジェクトの成果等の状況は、Ⅲ（４）主なセグメントの状況も合わせて参照願


います。  


 


「広領域連携型基幹研究プロジェクト」  


機構内の機関が中核となり、機構内の他機関や機


構外の大学等研究機関とも連携しつつ、異分野の連


携を必要とする研究テーマを掲げて実施するプロ


ジェクトとして「広領域連携型基幹研究プロジェク


ト」を実施しています。これにより、人文学、情報


科学、保存科学、環境学等といった多様な分野の国


内外の研究機関や研究者並びに地域社会等と連携


し、専門分野の枠を超えた学際的な研究に取り組ん


でいる。  


・横断的・融合的地域文化研究の領域展開：  


新たな社会の創発を目指して（主導機関：歴博、民博）  


・人新世に至る、モノを通した自然と人間の相互作用に関する研究（主導機関：地球研） 


・異分野融合による総合書物学の拡張的研究（主導機関：国文研）  


 


「ネットワーク型基幹研究プロジェクト」  


機構内の機関が中核となって国内外の大学等研究機関とネットワークを形成し、我が


国及び世界にとって重要な課題を掲げて実施するプロジェクトを展開している。下記の


２つの課題を設定し、研究フィールドから課題解決を実現する研究に取り組んでいる。  


・グローバル地域研究推進事業（総括班：民博）  


・歴史文化資料保全の大学・共同利用機関ネットワーク事業（主導機関：歴博）  


 


「共創先導プロジェクト 共創促進研究」  


各機関及び国内外の大学等研究機関が連携し、研究資源や研究成果の共有化及び地域


との共創・協働等を通して社会に貢献するプロジェクトとして、共創促進研究を実施し、


これらを通して、「社会共創」「デジタル化」「国際共創」という３つの研究展開を図っ


人 文 学 ・情 報 学 の 研 究 者 ら に よる シ ン ポ ジ ウム の 様 子  


（ 異 分 野融 合 に よ る 総 合 書 物 学の 拡 張 的 研 究 ）  
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ている。  


・コミュニケーション共生科学の創成（主導機関：民博、国語研）  


・学術知デジタルライブラリの構築（主導機関：民博、国語研）  


・日本関連在外資料調査研究  


 ・外交と日本コレクション― 19 世紀在外日本資料の世界史的文脈による研究と現地  


およびオンライン空間における活用（歴博） 


 ・日本・バチカン関係アーカイブズの情報基盤構築に関する研究（国文研）  


 


（３）社会貢献に関する事項  


機構の重要な事業の一つである社会貢献において、当法人ではこれまで自治体、産業


界、教育界の組織・機関・団体等や、多様な属性・ニーズをもつ人々など、地域の多様


なステークホルダーと連携し、地域における文化や環境等に関する人間文化の諸課題の


解決に資する研究開発等に取り組むとともに、研究の成果や資源を活用して地方創生に


貢献することを目標に、広く社会人を対象とした講演会・セミナー・研修等や、学習プ


ログラム・教材の開発等に取組んできた。創発センターにおいて「共創先導プロジェク


ト 共創促進研究」とともに実施している「共創先導プロジェクト  共創促進事業」は


その代表的な事例の一つである。  


 


①知の循環促進事業の推進  


 機構の各機関と大学等研究機関が連携しつつ、博物館及び展示を活用して人間文化に


関する最先端研究を可視化し、学界並びに社会との共創により研究を高度化する研究推


進モデルの構築を進めている。また、人文機構シンポジウム等の広報事業等と合わせて、 


社会共創を推進している。 


 


・開かれた人間文化研究を目指した社会共創コミュニケーションの構築  


 各機関が所有する資料・データ等を、デジタル技術を用いて整備し、博物館や様々な


展示を活用して可視化するとともに、研究のプロセスや成果を多様な方法や多様な場で


共有・公開することにより、本機構と大学等研究機関と社会との間に「知の循環」を生


み出し、国内外の様々な人々との共創による開かれた人間文化研究推進モデルの構築を


目指している。また、視覚的あるいは聴覚的困難等のコミュニケーション課題を解決す


るための共同研究を実施し、その成果に基づき、多様性を踏まえた展示手法の開発を進


めている。 


 


【令和５年度の主な実績】  


〇企画展示「陰陽師とは何者か－うらない、まじない、こよみをつくる－」開催（歴博） 


〇文部科学省情報ひろばにて「震災・原発事故被災地における地域資料の保全と協働」


を展示（国文研）  


○ミニ展示「知らなかった！諏訪ことば」（茅野市八ヶ岳総合博物館）開催（国語研）  


○「［まなぶんか in 京都駅ビル］日本近代美術への誘い－日文研所蔵美術展覧会絵葉書


の世界」展を開催（日文研） 


○共同主催型企画展示「地球環境を考える 10 の問い」～地球研からのメッセージ（京エ
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コロジーセンター）（地球研） 


○本館展示場の自動運転モビリティ体験走行（民博） 


視覚障害者、高齢者、歩き疲れた方など、誰でも快


適に展示を鑑賞できるシステムの実用化に向けて、一


般公募の中から選ばれた方々を対象に、自動運転モビ


リティ体験走行を実施した。  


民博では、ユニバーサル型メディア展示を推進し、誰


一人取り残されない持続型共生社会の実現に向けて、


本事業の重点事業のひとつでもある体験型観覧ガイ


ドシステムの開発等に新たに取り組んでいる。 


 


・社会連携事業  


 人文機構では、研究成果の社会還元を推進するとともに、学術文化の発展に寄与する


ため、産業界や外部機関と連携し、様々なイベントを行っている。  


【令和５年度実績】 


○大手町アカデミア（一般社団法人  読売調査研究機構）における人文機構特別講座  


 ・変化にさらされる地域の歴史と文化を伝える～地域・大学・専門機関の  


  ネットワークが生み出す未来（令和５年 10 月 27 日・オンライン開催）  


 ・被災地・福島と歴史文化継承の取り組み～ふるさとの人とこころ


を繋ぐもの（令和５年 12 月 12 日・オンライン開催）  


○公益財団法人 味の素食の文化センターとの共催シンポジウム  


 ・未来の豊かな食を考える～里山と海をつなぐ世界農業遺産～  


  （令和６年１月 18 日・ハイブリッド開催）  


○一般社団法人 人文知応援フォーラムとの共催「人文知応援大会」 


 ・第４回「総合知を求めて」  


（令和６年３月 10 日・ハイブリッド開催）  


〇人文機構シンポジウム 


 ・第 41 回人文機構シンポジウム「戦争をめぐる生と死」  


（令和６年１月 28 日・ハイブリッド開催）  


 


「デジタル・ヒューマニティーズ（ DH）促進事業」  


人文機構では、令和４年度から６年間の重要課題としてデジタル・ヒューマニティー


ズ（DH）の推進を掲げている。DH とは、人文学の様々な分野・手法にデジタル技術を適


用・応用する研究分野であると同時に、多分野の研究者や社会の人々が集まり、分野横


断的な議論を行うことにより、新たな研究領域を共創する場であり、次世代に向けた知


の創成の基盤のことである。令和５年度には DH 推進室を設置し、国際的に進展する取組


みのなかで、人文機構も役割を果たしていく。 


 


 


 


 


民 博 展 示場 で 自 動 運 転 モ ビ リ ティ に よ る 試 験走 行 を  


行 っ て いる 様 子  
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「国際連携促進事業」  


人間文化研究にかかわる諸外国の研究機関との研究協力関係を構築し、外国人研究者


の招へいや研究者の海外派遣及び海外での国際シンポジウムの開催、講師の派遣を積極


的に推進している。また、英国の芸術・人文リサーチ・カウンシル（ AHRC）との協定に


基づき、日本研究を専攻する海外の大学院生・若手研究者を受け入れ、研究指導を行う


等、海外の研究者育成も積極的に行っている。 


海外研究機関との協定締結状況（令和６年４月１日現在）  
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３．業務運営上の課題・リスク及びその対応策  


（１）リスク管理の状況 


業務実施の障害となる要因を事前に業務運営上のリスクとして識別、分析及び評価し、


当該リスクへの適切な対応を可能とするため、業務フローの整理並びに業務フローの各


段階におけるリスク及びその発生原因の分析並びに必要な規程の整備に努めるととも


に、以下の取り組みを行っている。  


一 リスク管理に係る事務を統括する部署の設置  


二 把握したリスクを低減するための検討  


三 把握したリスクに対する評価の定期的かつ継続的な見直し  


四 把握したリスクに関する広報の体制及び広報における留意事項の整理  


 


（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況  


職務の執行が国立大学法人法又は他の法令に適合することを確保するための体制その


他業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）を構築し、業務運営上のリス


クへの対応を進めている。  


主な業務運営上のリスクへの対応状況は以下のとおり。  


 


 


・事故、災害その他の緊急時における業務の継続（ BCP) 


 平成 28 年度に当法人事業継続計画（ BCP）を策定以来、BCP をはじめ危機管理に関


するマニュアル等の見直しを行うとともに、同マニュアルに基づく訓練や研修等を実


施している。特に令和２事業年度以降は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状


況に応じて各機関の長に対して事務連絡「新型コロナウイルスに関連した感染症対策


に係る対応について」（感染拡大状況等に応じて更新し、令和５年２月 28 日付までに


第 36 次対応に更新）を発出し、教職員の時差出勤及びテレワークの推進、ウェブ会議


システム（Zoom 等）を利用した会議運営の推進、人と人との接触機会を低減する取組


の実施等の新型コロナウイルス感染症対策に、法人全体として取り組んだ。  


・入札・契約  


「人間文化研究機構における不適切な経理処理に関する再発防止策（平成 27 年２


月 27 日公表）」の際、調達に関して「人間文化研究機構との取引について」による「大


学共同利用機関法人人間文化研究機構の調達に関する基本方針」を改めて周知徹底し、


不適切な取引を行わないよう取引事業者に協力を依頼した。また、組織的な牽制機能


の充実を図るため、令和５年度内部監査において、本部・各機関からサンプル抽出し


た資産の管理状況について確認を行った。  


・研究に係るリスク  


 公的研究費不正使用防止計画推進会議及び研究倫理教育等推進室会議合同会議にお


いて毎年度策定している研修実施要項に基づく「コンプライアンス研修会及び研究倫


理研修会」を開催し、不正防止体制やルールの説明に加え、実際に起こった不正使用・


研究不正行為の実例を紹介することにより、一層の理解を促した。  


なお、令和４年３月に公表報告した「研究活動上の不正行為の事案について」への


対応として、機構の再発防止策に取り組むとともに機構内の各機関と本事案を共有し
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た。これは、今後の研究倫理教育によるガバナンス強化も意図している。  


また、研究倫理研修会においても具体事例の紹介や理解度チェックリストに基づく


確認等を今後も確実に実施していくとともに実例事案を踏まえた啓発活動を充実させ


ている。  


・情報の適切な管理  


 最高情報セキュリティ責任者（ CISO）の下で、情報セキュリティインシデントの未


然防止に向けた情報セキュリティ向上の取組みを実施している。  


情報セキュリティ対策の推進状況を把握するために、機構本部及び各機関の情報セ


キュリティ監査及び全役職員による自己点検を実施した。  


また、個人情報等の重要情報の適切な管理を含む情報セキュリティ向上のための取


組として、情報の取扱いやセキュリティ等に係る基礎知識を習得させる全役職員対象


の e-learning 研修、機構本部・各機関の情報セキュリティ責任者等が情報セキュリテ


ィ活動の意義を理解し脅威や脆弱性について認識するためのオンライン研修に加え、


全役職員を対象に標的型攻撃メールの脅威に適切に対応するための模擬攻撃訓練を実


施している。  


なお、機構全体の情報セキュリティ対策向上に資するため、業務のデジタル化、事


務システムの効率化に係る企画立案及び実施に関する業務を担う専属の部署として、


令和３年度に本部情報基盤室を新設している。  


・内部通報・外部通報  


機構におけるコンプライアンス（法令遵守）体制の強化に資することを目的として、


公益通報者保護法（平成 16 年法律第 122 号）に基づき、当法人に勤務する者からの組


織的個人的な法令違反行為等に関する通報や相談などについて、適正な処理の仕組み


を定めることにより、公益通報者の保護を図るとともに不正行為等の早期発見と是正


を図っている。  


なお、令和４年度から第三者機関である弁護士事務所への通報窓口を増設している。 


 


４．社会及び環境への配慮等の状況  


機構は、人間・文化・社会・自然を対象とした人間文化研究における我が国の中核的


研究拠点として、機構が推進する人間文化研究の根源であり、人類の存続基盤となる地


球環境を維持・継承しつつ持続的発展が可能な社会への社会的役割を果たしていくため


の指針として「大学共同利用機関法人人間文化研究機構における環境配慮の方針」を定


め、同方針に基づき、以下の取組みを行っている。  


【環境配慮方針:https://www.nihu.jp/sites/default/files/regulation/ke-10.pdf】 


 


①温室効果ガス排出抑制等のための実施計画  


事業実施に伴うエネルギー使用により発生する温室効果ガスの排出量削減等のため


「大学共同利用機関法人人間文化研究機構における温室効果ガス排出削減等のための実


施計画」を策定し、排出量原単位の対前年度比で１％を削減することを当面の目標とし


て、温室効果ガスの排出抑制等に努めている。  


また、排出源となるエネルギーの使用については「人間文化研究機構エネルギー管理
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規程」を定め、「エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）」に基づき適


切なエネルギー管理に努めている。  


【実施計画：https://www.nihu.jp/sites/default/files/regulation/ke-8.pdf】 


【管理規程：https://www.nihu.jp/sites/default/files/regulation/ke-1.pdf】 


 


②環境物品等の調達の推進を図るための方針  


「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」第７条第


１項の規定に基づき、毎年度「環境物品等の調達の推進を図るための方針（調達方針）」


を定め、同条第３項の規定に基づき公表するとともに、可能な限り環境への負荷の少な


い物品等の調達に努めることとしている。  


【方針等公表先:https://www.nihu.jp/ja/opendoor/chotatsu】 


 


③環境報告書の作成と公表  


自らの事業活動に伴う環境負荷・配慮等の取組状況について報告する環境報告書を、


環境省公表の「環境報告ガイドライン 2018 年版」を参考に作成し、「環境情報の提供の


促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配慮促


進法）」に基づき、毎年度９月末日までに公表している。  


【環境報告書公表先:https://www.nihu.jp/ja/opendoor/envreport】 


 


５．内部統制の運用に関する情報  


業務方法書の内部統制に関する基本事項における役職員の職務の執行の法令適合、業


務の適正確保の体制等としては、Ⅱ 10 記載のとおりであり、この他、Ⅳ3 記載の内部統


制関係委員会を組織し、加えて、以下に記載の監事監査、内部監査をもって、法人とし


ての内部統制体制を整備している。  


①監事監査  


業務の適正かつ合理的な運営及び会計経理の適正を目的に本部・各機関において実


地監査を行った。令和５年度は、第４期中期目標期間の進展、資産の管理状況（会計


管理、実在管理、有効性管理等）等に重点を置いて実施した。  


②内部監査  


業務の健全な運営を確保することを目的に、本部・各機関に対する実地監査を行っ


た。令和５年度は、契約、旅費・謝金、資産管理、文書管理、諸手当、ハラスメント


防止、非常勤雇用実態、情報セキュリティ、科研費、研究費不正防止対策を重点に実


施した。  
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６．運営費交付金債務及び当期振替額の明細  


（１）運営費交付金債務の増減額の明細  


（単位：百万円）  


交付年度  期首残高  
交付金当  
期交付金  


当期振替額  


期末残高  運営費 
交付金 
収益 


資本 
剰余金 


小計 


令和４年度  93 - 87 - 87 6 


令和５年度 - 11,689 11,322 24 11,346 342 


 


（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細  


令和４年度交付分  


（単位：百万円）  


区 分  金 額  内 訳  


費 用 進 行 基 準


に よ る 振 替 額  


運営費交付金  


収益  


8 7  ① 費 用 進 行 基 準 を 採 用 し た 事 業 等 ： 退 職 手 当 、


年 俸 制 導 入 促 進 費  


 


② 当 該 業 務 に 係 る 損 益 等  


 ｱ )損 益 計 算 書 に 計 上 し た 費 用 の 額 ： 8 7  


  (人 件 費 ： 8 7 )  


 


③ 運 営 費 交 付 金 の 振 替 額 の 積 算 根 拠  


・ 費 用 進 行 に 伴 い 支 出 し た 運 営 費 交 付 金 債 務


8 7 百 万 円 を 収 益 化 。  


資本剰余金  -  


計  8 7  
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令和５年度交付分  


（単位：百万円）  


区 分  金 額  内 訳  


業務達成基準に


よる振替額  


運営費交付金  


収益  


5 5 3  ① 業 務 達 成 基 準 を 採 用 し た 事 業 等：「 社 会 と の


共 創 に よ る デ ジ タ ル ・ ヒ ュ ー マ ニ テ ィ ー ズ


( D H )の 推 進 」 他 ５ 事 業  


 


② 当 該 業 務 に 係 る 損 益 等  


 ｱ )損 益 計 算 書 に 計 上 し た 費 用 の 額 ： 4 2 8  


  (人 件 費 ： 1 8 0  


   共 同 利 用 ・ 共 同 研 究 経 費 ： 2 4 8 )  


ｲ )固 定 資 産 の 取 得 額 ：  


工 具 器 具 備 品 1 1 9、 図 書 5  


   


③ 運 営 費 交 付 金 の 振 替 額 の 積 算 根 拠  


・① の 事 業 等 に つ い て 、十 分 な 成 果 を 上 げ た と


認 め ら れ る た め 。  


資本剰余金  -  


計  5 5 3  


期 間 進 行 基 準


に よ る 振 替 額  


運営費交付金  


収益  


1 0 , 4 5 5  ① 期 間 進 行 基 準 を 採 用 し た 事 業 等：業 務 達 成 基


準 及 び 費 用 進 行 基 準 を 採 用 し た 業 務 以 外 の


全 て の 業 務  


 


② 当 該 業 務 に 係 る 損 益 等  


 ｱ )損 益 計 算 書 に 計 上 し た 費 用 の 額 ：  


  (人 件 費 ： 5 , 8 8 7  


共 同 利 用 ・ 共 同 研 究 経 費 ： 2 , 9 4 0  


そ の 他 の 経 費 ： 1 , 2 7 0 )  


ｲ )固 定 資 産 の 取 得 額 ：  


建 物 及 び 附 属 設 備 3 0、 構 築 物 5  


工 具 器 具 備 品 2 2 6、 図 書 8 3  


  美 術 品 ・ 収 蔵 品 2 2、 建 設 仮 勘 定 3、  


そ の 他 の 資 産 1 0  


 


③ 運 営 費 交 付 金 の 振 替 額 の 積 算 根 拠  


・事 業 期 間 の 進 行 に よ り 、期 間 進 行 業 務 に 係 る


運 営 費 交 付 金 債 務 1 0 , 4 5 5 百 万 円 を 収 益 化 。  


資本剰余金  2 4  


計  1 0 , 4 7 9  


費 用 進 行 基 準


に よ る 振 替 額  


運営費交付金  


収益  


3 1 3  ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、教育・


研究基盤維持経費  


 


②当該業務に係る損益等  


 ｱ)損益計算書に計上した費用の額： 313 


  (人件費：257、一般管理費：共同利用・共同研究


経費 50、研究経費 0、教育研究支援経費 4) 


 


③ 運営費交付金の振替額の積算根拠  


・費用進行に伴い支出した運営費交付金債務 313 百万


円を収益化。  


資本剰余金  -  


計  3 1 3  


国 立 大 学 法 人


会 計 基 準 第


7 2 第 3 項 に よ


る 振 替 額  


運営費交付金  


収益  


-  該 当 な し  


合 計   1 1 , 3 4 6  
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（３） 運営費交付金債務残高の明細                 （単位：百万円） 


交付年度  運営費交付金債務残高  残高の発生理由及び収益化等の計画  


令和４年度  業務達成基準を


採用した業務に


係る分  


-  該当なし  


期間進行基準を


採用した業務に


係る分  


-  該当なし  


費用進行基準を


採用した業務に


係る分  


6 年俸制導入促進費分  


・年俸制導入促進費分の執行残であり、翌事業年度以


降に使用する予定。  


計  6  


令和５年度  業務達成基準を


採用した業務に


係る分  


162 人間文化研究機構業務達成基準取扱分  


・事業実施状況による執行残であり、進捗状況等に応


じて翌事業年度以降に使用する予定。  


期間進行基準を


採用した業務に


係る分  


-  該当なし  


費用進行基準を


採用した業務に


係る分  


179 退職手当  


・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用す


る予定。  


計  342  
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７．翌事業年度に係る予算             （単位：百万円）  


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


翌事業年度収入の施設整備費補助金及び大学改革支援・学位授与機構施設費交付金の


439 百万円は、国立歴史民俗博物館（城内）基幹・環境整備（安全対策）工事、国立民族学


博物館（万博記念公園）ライフライン再生（空調設備）工事により支出を予定している。  


  


 金額 


収入 12,911 


 運営費交付金収入  


 施設整備費補助金  


 補助金等収入  


 大学改革支援・学位授与機構施設費交付金  


 自己収入  


 産学連携等研究収入及び寄附金収入等  


 目的積立金取崩  


 減価償却引当特定資産取崩    


11,698 


415 


9 


24 


153 


448 


- 


163 


支出 12,911 


 業務費 


 施設整備費  


 補助金等  


 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等  


12,163 


439 


9 


299 


収入－支出  0 
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Ⅴ 参考情報  


１.財務諸表の科目  


①貸借対照表  


有形固定資産  土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有形


の固定資産。  


減 損 損 失 累 計


額 


減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して


著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資


産の価額を回収可能サービス価額まで減少させる会計処理）により資


産の価額を減少させた累計額。  


減 価 償 却 累 計


額等 


減価償却累計額及び減損損失累計額。  


そ の 他 の 有 形


固定資産  


図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。  


そ の 他 の 固 定


資産 


無形固定資産（ソフトウェア等）、投資その他の資産（差入敷金・保証


金等）が該当。  


現金及び預金  現金（通貨)と預金（普通預金）の合計額。  


そ の 他 の 流 動


資産 


前渡金、前払費用等が該当。  


運 営 費 交 付


金 債 務  


国から交付された運営費交付金の未使用相当額。  


政府出資金  国からの出資相当額。  


資本剰余金  国から交付された施設費等により取得した資産 (建物等)等の相当額。 


利益剰余金  国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。  


 


②損益計算書  


業務費 業務に要した経費。  


大 学 院 教 育 経


費 


業務として行われる大学院教育に要した経費。  


研究経費  業務として行われる研究に要した経費。  


共同利用・共同


研究経費  


業務として行われる共同利用・共同研究に要した経費。  


教 育 研 究 支 援


経費資産  


図書室等の各機関全体の大学院教育、研究及び共同利用・共同研究を支


援するために設置されている部署の運営に要する経費。  


人件費 役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。  


一般管理費  管理その他の業務を行うために要した経費。  


財務費用  支払利息等。  


運 営 費 交 付 金


収益 


運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。  


その他の収益  受託研究等収益、寄附金収益、入場料収入等。  
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臨時損益  固定資産の除却損益。  


目 的 積 立 金 取


崩額 


目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、


特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことである


が、それから取り崩しを行った額。  


 


③キャッシュ・フロー計算書  


業 務 活 動 に よ


るキャッシュ・


フロー 


原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交


付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支


状況を表す。  


投 資 活 動 に よ


るキャッシュ・


フロー 


固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向けた


運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表


す。  


財 務 活 動 に よ


るキャッシュ・


フロー 


増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済に


よる収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表


す。  


資 金 に 係 る 換


算差額 


外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。  


 


 


２．その他公表資料等との関係の説明  


 事業報告書に関連する報告書等として、以下の資料を作成している。  


 


(1)．予算 


決算報告書参照  


（決算報告書  https://www.nihu.jp/ja/opendoor/h-zaimu） 


 


(2)．収支計画  


中期計画及び財務諸表（損益計算書）参照  


（中期計画  https://www.nihu.jp/ja/opendoor/h-gyoumu） 


（財務諸表  https://www.nihu.jp/ja/opendoor/h-zaimu） 


 


(3)．資金計画  


中期計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照  


（中期計画  https://www.nihu.jp/ja/opendoor/h-gyoumu） 


（財務諸表  https://www.nihu.jp/ja/opendoor/h-zaimu） 


 







